
217091  10.3.23 9:24 AM  ページ 1





は じ め に
～発行にあたって～

開発途上国に現れている問題は、貧困、環境、人権、平和などのグローバルな課題が

相互に関わりあっています。例えば、「気候変動や、生態系の破壊で最も被害を受ける

のは途上国の貧困層」と言われています。したがって、気候変動や生物多様性などグロ

ーバルな環境課題に取り組む「環境NGO」と、途上国の貧困層の支援をしている「開

発NGO」が複眼的な視野を持ち、互いの専門性を活かして協働することが、未来地球

社会の課題を解く鍵になります。

しかしながら、これまで日本の開発NGOは、気候変動や生態系の破壊などグローバ

ルな環境問題に十分に取組んできたとは言えません。また、実際に環境被害を受けてい

る途上国の住民の視点から環境課題に取組んでいる日本の環境NGOは、ごく少数では

ないでしょうか。またネットワークNGOである JANICも、両分野のNGOの連携促

進を十分にしてきたとは言えません。一方で、欧米の開発NGOと環境NGOはクロ

スオーバーする課題に対する提言活動や啓発活動における連携が進んでおり、ネットワ

ークNGOが対話をファシリテーションする役割を果たしています。

そこで JANICでは 2009年度に地球環境基金の助成を受け、「環境NGOと国際協

力NGOの連携促進事業」を実施しました。本事業では、グローバルな環境問題に関わ

る環境NGOと、国際協力活動をする開発NGOの連携促進を目的に実施しました。

具体的には、「開発NGO・環境NGO連携フォーラム」を４回開催し、両分野のNGO

にクロスオーバーする課題を洗い出し、議論を促進しました。また連携フォーラムにお

ける議論を受けて、この冊子の作成をいたしました。

本冊子の第１部では、日本における開発NGO・環境NGOの連携の現状と課題を解

説しました。第２部では、両NGOの協働が特に求められているイシューである「気候

変動」「生物多様性」「政府開発援助（ODA）への提言」に焦点をあてて、両分野のNGO

の関係者による対談を行いました。

この冊子が、両分野のNGOの効率的、かつ効果的な連携を促進する上で、少しでも

参考になれば幸いです。また、この両分野のNGOの連携が強化され、日本のNGO

の活動の広がりと質の向上に資することを望みます。

2010年 3月

（特活）国際協力NGOセンター
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Part１

気になるのに、近づけない？！
開発NGOと環境NGO
連携の現実と必要性
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１．連携できるのか？連携は本当に必要なのか？

（１）連携の必要性

「開発NGOと環境NGOが連携して、一緒に活動すれば大きなうねりを作り

出せる。もはや別々に行動する時代ではない」

２００８年のG８サミットに向けて多くのNGOが集まり２００８年G８サミット
NGOフォーラム（以下、NGOフォーラム）を作りました。NGOフォーラム
は日本で初めて、環境、平和、開発にか
かわるNGOの大規模なネットワークで
した。そして、当初は多くの参加者がこ
のように思っていました。事務局を務め
た JANIC（（特活）国際協力NGOセン
ター）も例外ではなく、開発系のNGO
と環境系のNGOがはじめてこのような
大規模なネットワークを組んで活動する
ことに大きな期待を抱いていました。
しかし、活動を重ねるにつれ、それぞれのNGOの違いが徐々に明らかにな
ってきました。それは組織文化の違いともいえるような、活動の手法、問題認
識のあり方の違いでした。いつの頃からか、連携して活動する難しさをお互い
に感じ始めていました。とはいえ、NGOフォーラムは分解することなく、当
初の計画通り活動を行い、予定通り解散しました。
この経験は、開発NGOと環境NGOに２つの課題を突きつけました。ひと
つは、開発NGOと環境NGOの違いを明確にすることです。活動中は、「連
携することは大変だ」という程度の認識しかありませんでしたが、活動が終わ
った今、なにが両者の間で違っていたのか、連携のためにあと何が必要なのか
についてしっかりと考える必要があります。もうひとつは連携の意義はなにか
ということです。NGOフォーラムでは、連携ありきで深く考えることなく突
っ走ってきた側面もあります。しかし、なぜ連携する必要があるのか、何を目
的に連携するのか、という点をひとつの大きな活動が終わった今、考える必要
があります。

（２）連携の意義

「開発途上国に現れている課題は、多様なグローバル課題が複合化して現れて

おり、『貧困』『環境』を分けて考えることそのものが難しい」

貧困問題への取り組みは、これまで発展途上国国家で経済発展政策に取り残
された人々の救済、また国家の中で発生する深刻な人権侵害への対応を、国際

２００８年G８サミットNGOフォーラム
Civil G８対話の様子（C : Yuko Yanase）
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社会が乗り出すことによって始まりました。しかし、グローバリゼーションの
広がりの中で、貧困問題は国家内だけに留まらず、国家間の複雑な因果関係に
よって生み出され、そのため包括的に考える必要が生まれています。開発NGO
は、グローバルな環境問題を念頭においた対応を迫られており、これを従来の
活動の中に可視化しながら組み込んで進めていくことが重要です。
一方環境問題は、これまで資源の独占、局所的な自然破壊や公害といった問
題であったものが、経済の国際的広がりとともに、複雑に要因が絡み合う「複
合的」かつ「トランスナショナル」な環境問題が深刻化し、また国を超えて広
範囲な問題が発生しています。その典型例が「気候変動」であり、「生物多様
性」であり、「砂漠化」の課題でもあります。そのため、国内で発生する課題
であっても、NGOは国際的な視点をもった活動形成が必至です。
これまでグローバルな環境問題にかかわるNGOは、経済活動等に起因する
環境破壊や汚染を防ぐための監視、告発、関連する会議などのロビー活動を通
して、影響力を行使してきました。国内の公害問題、ゴミ問題においてそれら
の活動は非常に有効でしたが、国際的な環境問題において課題が最初に発生し
やすい場は開発途上国現場のコミュニティであることを認識する必要がありま
す。そのためその対応方法は現地住民が課題を正しく理解し、行動に移すこと
ができるようにしていくことが求められます。しかし環境問題にかかわるNGO
はそうした能力を充分兼ね備えていません。
開発途上国に現れている課題は、多様なグローバル課題が「複合化」して現
れており、「貧困」「環境」を分けて考えることそのものが難しい状況です。
「住民の視点」と「グローバルな視点」を組み合わせた「複合アプローチ」の
開発がNGOにも必須です。そのためにも、開発NGOと環境NGOの対話と協
働が、未来の地球の課題をとく鍵になるのではないでしょうか。

「開発」NGOと「環境」NGOについて

この冊子では、「開発NGO」と「環境NGO」という言葉を使っています。しかし、

そのような分け方は本当に正しい区分けなのでしょうか。両者の違いを厳密に定義する

ことは不可能です。環境問題を扱う「開発NGO」もありますし、開発に関わる「環境

NGO」もあります。ただ、NGOコミュニティの中では、「開発NGO」と「環境NGO」

という意識の境界線があるのも確かです。この冊子の中では、主に開発に関わる活動に

取り組むNGOを「開発NGO」、主に環境に関わる活動に取り組むNGOを「環境NGO」

と便宜的に呼び分けています。しかし、この冊子にもいろいろな形で示されているとお

り、そもそもその分け方自体がどの程度妥当性を持っているかを考えるときが来ている

のかもしれません。この冊子を手に取った読者の方には、その点も意識しながら読んで

頂きたいと考えています。「開発NGO」・「環境NGO」という言葉を超える言葉を私

たちが発見したときこそが、本当の連携が実現しているときなのかもしれません。
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２．開発NGO×環境NGO 徹底比較

では、開発NGOと環境NGOの連携はすぐにできるのでしょうか。連携す
るにあたっては、それぞれのグループの特徴を把握しておく必要があります。
ここでは、開発NGOと環境NGOの活動分野、活動形態、組織形態、財源な
どを比較し、それぞれのグループの特徴を検討していきたいと思います。デー
タは、開発NGOに関しては、国際協力NGO、２７７団体を分析した「NGOデー
タブック２００６」（JANIC 発行）から引用しました。また環境NGOについては、
国際的に環境活動を行うNGO、２２団体を分析した「国際環境NGO実勢調査
２００９」１（JANIC 発行）から引用しました。ただし、各NGOによって組織や活
動の特徴は異なるので、あくまでも両分野のNGOのおおまかな傾向であるこ
とに留意する必要があります。

（１）組織形態の比較

「開発NGOは海外での活動が多く、市民からの寄付が多い。一方で環境NGO

は国内での活動が多く、受託事業収入が多い。」

まずは開発NGOと環境NGOの組織形態を見てみましょう。
＜図１：組織形態の違い＞

開発NGO 環境 NGO

活動分野
（海外事業）

教育（５８％）、保健医療（３９％）、
職業訓練（２９％）、農村開発（２８％）

環境教育（５９％）、植林・森林の保全（３２％）、
生物多様性（３２％）、温暖化対策（３２％）

事業形態
（国外事業）

・資金支援（５６％）、人材派遣（４６％）、
物資供給（３４％）、緊急支援（３２％）、
調査研究（２７％）
・海外事業中心（事業費の７０％が海
外事業費）

・調査研究（４５％）、実践活動（４１％）、
人材派遣（１８％）、情報提供（１８％）
・国内事業中心（事業費の９１％が国内事業費）

事業形態
（国内・外を問
わない事業）

･NGO間ネットワーク（４２％）、
・政策提言（２６％）、
フェアトレード（２５％）

･NGO間ネットワーク（６８％）、
・政策提言（５９％）、助成（１８％）２

スタッフ
配置

・国内（６２％）、海外邦人（１１％）、
海外現地住民（２６％）

・国内（９５％）、海外邦人（１％）、
現地住民（３％）

財源 ・寄付金収入（４１％）、助成金収入
（１１％）、受託事業収入（１０％）

・受託事業収入（３７％）、自主事業収入（１１％）
助成金収入（１０％）

１ NGO専門調査員の調査により報告書をまとめた。報告書は２０１０年４月に JANIC 及び外務
省のウェブサイトで公開予定。

２ 国内のみで活動を行う環境NGOを含めた、「環境NGO総覧」の調査（（独）環境再生
保全機構 地球環境基金「平成２０年度環境NGO総覧」の統計情報）では、実践活動（８０％）、
普及・啓発（６８％）、政策提言（１５％）、ネットワーク（１２％）となっており、国際的に活
動を行う環境NGOとは大きく違った傾向が見られる。

／バージョン４／その他／２１７０９１　国際ＮＧＯ　Ａ５／きじ０１  2010.03.18 14.21.14  Page 5  Wing001



６

図１からわかる開発NGOと環
境NGOの一番大きな違いは、開
発NGOは海外事業が中心であり、
事業費の約７割が海外の活動に充
てられているのに対して、環境
NGOは９１％が国内活動に充てら
れていることです。ここでは国際
的に活動している団体のみを調査
対象としていますので、国内のみで活動している環境NGOも含めると、環境
NGOは海外での活動費用が非常に限られていることがわかります。
また、「財源」にも注目してみたいと思います。開発NGOの最大の収入は
寄付金、環境NGOの最大の収入は受託事業収入となっています。このように、
市民や他セクター等のステークホルダーとの関わりにおいても傾向が異なるこ
とが分かります。

（２）専門性や特徴の比較

「開発NGOは途上国の現場からの視点を大事にし、環境NGOは自然をまも

り尊重する社会を築くという視点を大事にする」

次に、両分野のNGOの専門性や特徴を見てみましょう。

＜図３ 開発NGOと環境NGOの専門性・特徴＞

開発NGOの特徴と専門性 環境NGOの特徴と専門性

途上国の現場
での活動

・現地駐在員の派遣や現地職員の雇
用

・住民参加、住民の主体的な活動支
援の豊富な経験

・途上国の現場に強い繋がり

・環境影響評価、環境ガイドライン
等の知見

・公害問題の克服をした日本での経
験共有

国内での意識
啓発活動

・地球市民教育、開発教育
・市民による資金的な支援

・環境教育
・市民の環境への高い関心

政策提言活動

・政府との公式な対話の場の設定
・NGO間の民主的な合意形成
・NGOの組織基盤の整備に関する
提言

・政策提言・形成の豊富な経験
・国際会議等への市民参加、政府代
表団としての参加

大切にして
いる視点

・貧困層のオーナーシップや参加
・権利を侵害されている人たちの声
を届ける（権利ベースアプロー
チ）

・国際的な議論や環境課題対応の必
要性

・自然をまもり尊重する

環境問題への
取り組み方

・貧困層が直面している環境問題へ
の対応

・都市化に伴って起こる環境問題へ
の対応

主な支援
対象者

・貧困層や障害者、難民や国内避難
民など、周辺化された人たち ・環境問題の被害を受けている住民

寄付金
９％

会費
６％

前年度繰越金
２１％

基金運用益
１％

自主事業収入
１１％

その他収入
５％

助成金収入
１０％ 受託事業収入

３７％

＜図２：環境NGO（２２団体）の収入内訳＞
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開発NGOと環境NGOは、長期的には「持続可能な社会の実現」という同
じ方向を目指しています。しかし、開発NGOは、世界の貧困問題の解決を第
一義的な目的として活動しているのに対して、環境NGOは、環境問題の解決
を第一義的な目的として活動しています。そのため、長期的に目指す世界は一
緒であっても、短期的には「開発と環境問題のどちらを先に解決するか」とい
う活動の優先順位付けや、支援対象者に相違がでてきます。
また、活動にあたって大切にしている視点も異なります。開発NGOは途上
国のコミュニティにおける貧困層など権利を侵害されている人たちの視点を大
事にしているのに対し、環境NGOは地球規模の環境問題を解決して、自然を
まもり尊重する社会を築くという視点を大事にする傾向があります。

３．開発NGO×環境NGO 連携の阻害要因！？

このように２つのグループに分けて比較すると、開発NGOと環境NGOの
様々な違いが浮き彫りになります。これまでは個々のNGOの組織の内部環境
について見てきましたが、次に組織の外部環境である、ネットワークNGOと
他セクターとの関係という視点から見てみましょう。

（１）所属するネットワークNGOの違い

「開発分野のネットワークNGOは、開発NGO全体として声を束ね、他セク

ターに対峙する傾向にあるのに対し、環境分野のネットワークNGOは、他セ

クターとパートナーシップを築くための場の提供を重視する傾向にある」

開発NGOと環境NGOは所属するネットワークNGOが異なります。中には
両分野のネットワークに所属する団体やどちらにも所属しない団体もあります
が、多くの団体はそれぞれのグループのネットワークにのみ所属しています。
以下、両分野のNGOの代表的なネットワークとその特徴について述べます。
開発NGOは JANIC、環境NGOは環境パートナーシップオフィス（EPO）３

が主要なネットワーク母体となっています。またその運営方法も大きく異なっ
ており、JANIC は国際協力NGOを正会員とする強固なネットワークで、開発
NGOのリーダーによって設立された市民発意の組織です。一方で EPOは会員
制度をとらない緩やかなネットワークで、NGOと環境省とのパートナーシッ
プにより運営されています。また、JANIC は NGOの共同による政策提言や、
政府やドナー等他セクターとの交渉窓口となる役割を果たす等、NGOの声を
「束ねる」ことに注力しています。また、JANIC と地域別ネットワークNGO、
及び課題別ネットワークが連携し、開発NGO全体として他セクターに対峙す

３ 環境省と（社）環境パートナーシップ会議の共同で運営されている。
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８

る傾向にあることも特徴的です。一方で、EPOは NGO同士やNGOと行政や
他のステークホルダーとパートナーシップを築くための「場を提供する」姿勢
をとっています。
図５のように、地域毎にそれぞれのNGOのネットワーク母体が環境NGO、
開発NGOの分野別に異なっています。

＜図４：開発NGOと環境NGOが所属する地域別のネットワーク＞

開発NGO 環境 NGO

北海道 ・（財）北海道国際交流センター
・北海道NGOネットワーク協議会 ・北海道 EPO（（財）北海道環境財団）

東 北 ・にいがたNGOネットワーク ・東北 EPO（（特活）水環境ネット東北）

関 東 ・（JANIC が兼ねる）
・横浜NGO連絡会 ・EPOが兼ねる

中 部 ・（特活）名古屋NGOセンター ・中部 EPO （（特活）中部リサイクル
運動市民の会）

関 西 ・（特活）関西NGO協議会
・（特活）関西国際交流団体協議会 ・きんき環境館（（特活）大阪府民環境会議）

四 国 ・四国NGOネットワーク（愛媛グロ
ーバルネットワーク内） ・四国 EPO（愛媛グローバルネットワーク）

中 国 ・中国 EPO（（特活）ちゅうごく環境ネット）

九 州 ・NGO福岡ネットワーク
・（特活）沖縄NGOセンター ・九州 EPO（（特活）コミネット）

＊環境NGOの（）内は、環境省と共同運営をしているNGO

（２）関係が強いステークホルダーの違い

「開発NGOは外務省との関係が強く、連携しながらも緊張関係にある。一方

で環境NGOは環境省との関係が強く、同じ目標に向かって協働している。」

開発NGOのグループ、環境NGOのグループは、それぞれ行政や企業等な
ど接点の多いステークホルダーも異なります。他セクターとの関係の築き方は、
両分野のNGOの事業にも影響を及ぼしていると考えられます。
関連省庁では、開発NGOは外務省、環境NGOは環境省との繋がりが強く、
それぞれのグループで行政との関係の築き方も異なっています。外務省は外交
のための組織であり、国際協力・貧困削減を目的とする開発NGOとは立ち位
置が異なります。そのため、開発NGOは外務省の監視役として一定の緊張関
係を築いています。環境NGOと環境省も一定の緊張関係にはありますが、両
者は環境保全という同じ目的に向かっています。そのため、開発NGOと比較
すると、行政を「提言の対象」として捉えるよりは、「パートナー」として捉
え、共同で事業を行う傾向があります。
公的財源としては、開発NGOは外務省管轄のNGO連携無償資金協力や、
JICA草の根技術協力を主な資金源とし、環境NGOは行政の委託や地球環境基
金の割合が高いのが特徴的です。行政の縦割りが、開発NGOと環境NGOの
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９

ネットワーキングに影響を与え、また財源の違いがそれぞれのNGOのグルー
プの組織運営の違いにも影響を与えていると考えられるのではないでしょうか。

＜図５：連携が活発な他セクターの相違＞

開発NGO 環境NGO

関連省庁
・外務省、JICA 等との関係が深い
・現地駐在員は現地大使館との関係
が深い

・環境省、経済産業省、農林水産省、
林野庁等との関係が深い

官庁との意見
交換の持ち方

・NGO 外務省定期協議会（主催：
NGO、外務省）

・「みんなで作る環境政策」（主催：環
境パートナーシッププラザ・環境省）

公的資金
・日本NGO連携無償資金協力、
NGO活動基盤整備支援事業４

・JICA 草の根技術協力

・行政委託金５
・地球環境基金６

民間企業
・CSR分野での連携
・BOP ビジネス・CRMでの連携の
関心の高まり

・CSR、環境ビジネス・本業での連携
・企業の監視役・第三者評価

４．連携フォーラムと対談のテーマ

上記のような組織内部や外部環境の違いを認識しながらも、環境NGOと開
発NGOが互いの特徴や専門性を認め合い連携をするためには、ネットワーク
NGOが連携促進のために積極的な役割を果たしていく必要があります。そこ
で JANIC は環境パートナーシップ会議（EPC）と協力し、２００９年度から開発
NGOと環境NGOの連携促進に努めることにしました。その活動の一環として
４回の連携フォーラムと３つのテーマでの対談を行い、本冊子にまとめました。
連携フォーラムでは、第１回目としてテーマを固定せず自由に意見交換を行
う場を設定しました。ここで、さまざまな意見が出され、それ以降の連携フォ
ーラムと対談のテーマがみえてきました。例えば、２０１０年に名古屋で生物多様
性COP１０が開かれますが、開発NGOの関わりが薄いという問題意識に対して、
「生物多様性COP１０に向けて－国際協力NGOの役割」を開きました。また、
開発NGOは資金力があり、環境NGOは資金獲得に苦しんでいるという意見
が環境NGOから出されました。もちろん、開発NGOも資金獲得に苦しんで
いるのは同様ですが、両者の資金の状況について理解を深め、情報を交換する
ために「ここが知りたい！資金獲得のコツ」を開催しました。そして、多くの
環境NGOは気候変動問題に対してアドボカシー活動ばかりしているという声

４ 金額ベースで、開発NGOの１０％（NGOデータブック）が外務省からの助成を受けてい
る。一方、環境NGOで助成を受けている団体はなかった（国際環境NGO実勢調査）。

５ 環境NGOの収入で３７％と最も大きな割合を占めるのが受託事業収入で、そのうち政府委
託金が７３％となっている（国際環境NGO実勢調査）。

６ 助成額ベースで、開発NGOは５％（NGOデータブック）、環境NGOは３０％（国際環境
NGO実勢調査）が本基金の助成を受けている。
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１０

に対しては、「気候変動COP１５の
検証と今後の国際協力」というテー
マでフォーラムを持ちました。この
ように第１回目のフォーラムを起点
とし、より詳細なテーマについて互
いの認識を深めていきました。
また、対談に関しては、特に開発
NGOと環境NGOの間で意見が分
かれそうな点、あるいは連携の可能
性を特に感じられる点について、そ
れぞれの分野で専門的に活動する

NGO関係者をお呼びし、意見を交わしてもらいました。最初の対談では「生
物多様性：活かせる！開発NGOのグローバル視点」です。地域の持続性の向
上という視点からみたときに、生物多様性に関わるNGOも開発に関わるNGO
も共通する部分を多くもっています。重なり合う部分が多いからこそ、欠けて
いる部分を明確に認識すると連携への道が開けてきます。次に、「気候変動：
届け、現地の声！国際会議へ」というテーマの下に、国際会議で議論される政
策と途上国で実施される対応策の齟齬について対談を設定しました。一般的に、
現場に関わるNGOは国際会議に関心が薄く、政策に関わるNGOは途上国住
民との接点が少ないと考えられています。この対談では、この点について「本
当のところ」を話しあってもらいました。
最後に「ODA：アドボカシーは一緒にできる！」をテーマに設定しました。
これは、連携フォーラムの第１回目でも、２００８年G８サミットNGOフォーラ
ムの活動中にも常に議論になっていた点でした。しかし、これまで深く意見を
交わす機会がなく、問題の根源がみえていませんでした。
しかしながら、いくつかの団体からは今後の連携の可能性について前向きな
発言も聞かれました。現場や政策提言などで連携することで、NGOの活動が
より強化されるという意見です。しかし同時に、互いがどのような活動を行っ
ているかわからず具体的な連携内容が想像できないという声も多く聞かれまし
た。このような意見は、これまで双方の物理的な接点が欠けていたことを意味
します。調査からは理念としての連携が重要であることは頭の中で理解されて
いても、それを実現させるには互いが物理的に接する機会を設定する必要性が
あることがみえてきました。
接点の提供といったときに、ネットワークNGOが果たせる役割は小さくあ
りません。ネットワークNGOは日常的に多くのNGOと関係を持ち、議論の
場を提供したり情報を集約する作業を担っています。JANIC は今後も、両分
野のNGOの連携を促進していきたいと考えています。

第２回連携フォーラムの様子
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１１

Part２

腹を割って話そう、この際だから。
開発NGO×環境NGO

対談
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―生物多様性―

１３

―生物多様性―
活かせる！開発NGOのグローバル視点
生物多様性に取り組むNGOは、現場志向が強い傾向にあります。これは、
途上国で開発に取り組むNGOが現場を重視する傾向と似ています。両者は、
いったいどのようなスタンスで現場に入っていくのでしょうか。現場で互いの
取り組みを意識することはあるのでしょうか。あるいは、すでに活動の中に互
いの問題意識を取り込んでいるのでしょうか。
この対談では、コンサベーション・インターナショナル・ジャパン（CI）か
ら日比さん、（特活）日本国際ボランティアセンター（JVC）から清水さんを
招き、それぞれが現場で活動する中で互いのイシューについて感じることを話
していただきました。現場を重視する両者が、より相乗効果を生み出せるよう
な取り組みにつなげる方策について議論します。（編集部）

――まずはお二人のNGOのミッションについて教えていただけますか？

日比：CI は、ミッションステイトメントを書き換えたところなんですよ。こ
れまでは「生物多様性１を守りましょう。そのためには人間社会と共生し
ないといけない」というスタンスだったんですが、「人と地球のすべての
生命に長期的な恩恵をもたらしてくれる自然を守り、尊重することを通じ
て人類の幸福に貢献する」というものに変えたんです。やること自体はす
ぐには変わらないんですが、「生物多様性」という言葉も入っていなくて、
最終到達地点が「自然」から「人」に変わりました。

清水：その変更後のミッションステイトメントは、JVCのミッションとすご
く近いなと思いました。JVCの行動基準のトップ２には、地域独自の知
恵と多様な文化の尊重、自然環境の保全と自然環境の地域利用があります。
JVCは、もともと難民キャンプという閉鎖的な空間での支援で始まった
団体ですが、難民が出ない社会、戻れる普通の社会づくりが大切だと考え
たときに、彼らの生活のベースには地域の自然環境があり、それを活かし
た伝統的な文化や知恵・技術があり、それとの共存なくして彼らの生活の
向上・安定はありえないだろうということを感じてきたんだと思います。

１ 様々なレベルで多様な生物が存在すること。種・個体・遺伝子の３つの多様性が必要と
される。多様性が保たれることで全体の生態系が維持される。
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１４

「“人を守るためには、自然を守る必要がある”
という思いが強くなった」（日比）
日比：なるほど、非常に近いところがあると思います。CI は、もともと途上
国を助けることが目的だった訳ではなく、生物多様性を出発点にしていて、
「ホットスポット２」という考え方を用いて、途上国での生物多様性を守
る必要性から途上国を活動対象にしてきました。２０年間活動を行う中で、
現地では、「共生」とはいいつつ、例えば森を守るのか、コミュニティー
の人たちの生活を守るのか、決断を迫られる場面も多々ありました。そし
て、究極的には、「人を守るためには、自然を守る必要がある」という思
いが強くなってきました。
我々も開発NGOにより近いな、と思うようになっています。インター
ナショナルレベルでは実際に開発NGOとの連携を進めていて、たとえば
気候変動プロジェクトを行う際の生物多様性／コミュニティーガイドライ
ンを一緒に作ったりしています。

「政府に住民の生活を考えさせるためのアドボ
カシーが必要」（清水）
清水：自ずとそういうことが出てくるんでしょ
うね。私は９４年～９５年にカンボジアにいた
のですが、カンボジアが経済発展をした時
に一番危惧したのは自然環境と離れた形で
開発されてしまうことでした。それに対し
て、当時現地で活動していた同様の問題意
識を持つNGOや隣国のラオス、ベトナム
からもNGOを招いて、「地域住民主体の
自然資源管理」というテーマのワークショ
ップを現地で開催しました。そのポイントは、政策立案に携わる行政の人
も絡めて問題認識を共有し、海外のドナーや投資家に対して、乱開発につ
ながらないような配慮を求めることでした。この時に感じたことは政策が
どちらを向くかということです。いわゆる先進国開発モデルになってしま
うと海外からの投資が受け入れられやすい、けれど住民にとって本来生活
上必要な土地までもが安易に奪い取られてしまうのではないかということ
に危機感を持ちました。いかに政府に対して住民の生活を考えさせるかと
いうアドボカシーの必要性を確認した場でもありました。

２ 生物多様性を保全する上で重要な地域。生物多様性が豊かであるにもかかわらず、沢山
の絶滅危惧種が生息し、危機に瀕しているという理由から選定される地域。
詳しい情報は、http://www.conservation.or.jp/Strategies/Hotspot.htm

資源MAPづくりの様子
パノンポン／ラオス（JVC）
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―生物多様性―

１５

「開発において、生物多様性は決して制約要因で
はないのだという考えが理解され始めた」（日比）
日比：その時期によく聞いていた議論の一つに、「環境問題が開発アジェンダ
における限定・制約要因になってしまう」というものがあります。特に、
生物多様性の分野では保護区を増やそう、そしてその保護区には一切手を
つけないようにするのが生物多様性にとって一番効果的な方法だという考
え方です。それが現地の人たちのアクセスを排除してしまうということに
なるのですが、環境NGOが意図していたことではなかったとはいえ、そ
のような結果をもたらしたことも過去にはあったと思います。
２０００年代前には、多くの人が問題の重要性を意識しているけれど、どう
すればいいのか分からなかったという状態があったと思います。それがこ
こ数年変わってきました。２００５年にミレニアムエコシステムアセスメント
（MA）３の結果が出て、生態系サービス４という概念が明確に打ち出されま
した。それと前後してようやく、やっぱり「貧困削減・開発において、生
物多様性は決して制約要因では本来ないのだ」、むしろここをしっかりや
っていくことが重要なのだと理解され始めたのだと思います。

――今、日本のNGOの活動は開発と環境のバランスが取れているのでしょうか？

清水：例えば、先ほど日比さんが挙げられたように、森林保全・保護といった
場合に、人の生活の場と関係なく、絶対に守
る土地だという区分けを進めると必ずそこか
らズレが生じると思います。基本的に、開発
NGOの視点と、環境NGOの視点に大きな
違いはないと感じています。例えば、ラオス
では、９０年代、政府が土地森林委譲という政
策を導入し、利用林・保護林とを区分けする
作業を政府主導で行い、住民の利用実態とか
けはなれた線引きになってしまいました。僕
らは、その作業に住民の意思が反映されるよ
うに、住民参加型の委譲、行政と住民が利用
実態に沿った区分をしていこうという活動を
行いました。彼らの生活と自然の持続性の両
立にポイントがあると思います。

３ 生態系に関する科学的なアセスメントを実施して各国政府などに情報提供をするため、
国連の呼びかけで２００１年に発足した世界的なプロジェクト。地球生態系診断ともいう。
４ 生態系がもつ機能のうち、水や食料、気候の安定など、人間が生きていくために必要な
恩恵のこと。

土地森林委譲：看板作り
ラオス（JVC）
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１６

「途上国の貧困問題、気候変動、生物多様性の
問題の根っこは同じ」（日比）
日比：生物多様性・自然保護に取り組んでいる日本のNGOのほとんどは、国
内の生物多様性の保全への関心が強いと感じています。生物多様性は本来
地球規模の問題であって、特に途上国は生物多様性が豊かでもあり、危機
的状況でもあり、貧困問題も重なってくる。にもかかわらず、日本のNGO
のほとんどが、国内だけをターゲットとしていて、接点の有無以前の問題
で、海外、ましてや途上国に目が向いていない現状があると思います。日
本での経験・専門性があるのに、地球規模で必要とされているところで経
験を活かせていないように思えてなりません。
また、一言に環境NGOといっても気候変動５と生物多様性と分けるとそ
の２つだけでもかなり違いがあります。本来なら、途上国の貧困問題、気
候変動、生物多様性の問題の根は一緒だと思うのですけど、それぞれの立
ち位置から光を当てていて、それ以外の部分は影になってしまっていると
いう状態があるように感じています。
海外で活動する団体では、例えば、植林に取り組むNGOも多いと思う
のですが、生物多様性の観点から植林を考えるというアプローチは少なか
ったのではないかと思います。限られた予算の中で効率的に植えることも
大切なことですが、場所の選定や植える種、植え方などのちょっとした配
慮で、生物多様性に貢献しつつ、現地の人たちのニーズも満たすことも出
来ます。
CI では、ガーナでカカオのアグロフォレストリーの事業６を行っていま

す。そこでは現地の人のキャ
パシティビルディングを行い、
農薬や肥料の使い方を見直す
だけで収穫量が上がり、生物
多様性への負荷も下がる
win-win の成果がありました。
環境の事業に開発NGOの視
点が入ることで、よりよくな
る事例が他にもあるのではな
いかと思っています。

５ 数年から数万年以上という様々な時間スケールで気候が変化すること。特に気温の上昇
とそれに伴う降水量などの変化を指すことが多い。

６ 詳細は CI の HP を参照。URL : http : //www.conservation.or.jp/Programs/DoCoMoNS.htm

アグロフォレストリー手法により
地域住民と森林回復に取り組む（CI ジャパン）
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―生物多様性―

１７

――開発NGOと環境NGOは、途上国の現場での活動に違いはありますか？

例えば、どちらのNGOも農村開発や、有機農業に取り組んでいるようで

すが。

日比：本来はそんなに違わないはず。ただ、生物多様性という観点では、観点
やエリアが少し広くなるかもしれません。今ある森林や生態系を含めた形
で、その森林を守りながら、そこから得られる生態系サービスを活かした
農業はどうあるべきか、という様に考えるので。生物多様性を考慮に入れ
ない農業と比べたときに、たぶん農業生産性は下がると思いますが、地力
やサスティナビリティを考えると長期的な生産性も考慮に入れます。やり
方が違う、違わないというより、何をどれぐらいの、幅やタイムフレーム
で捉えるかという違いはあるかもしれませんね。

「農村開発・農業を行う場合には、生物多様性
は必然的についてくる」（清水）
清水：開発NGOも農業などの事業において、生物多様性は重視しています。
例えば、食糧増産といった時に、米だけを作るのではなく食料としての多
様性を意識した方がいいとか。田んぼにいるカニや小魚なども含めて彼ら
の食料になっています。化学肥料や農薬を投入して、それも殺してまで米
の増産をしてもいいとは思わないし、その投入によって地力の衰えなど持
続性を失わせることになると思います。農村開発・農業を行う場合には生
物多様性は必然的についてくることだと思います。

日比：少し見方を変えますが、生物多様性の最大の脅威は、生態系の改変、い
わゆる乱開発です。その中で一番大きいのは、農地への転換といわれてい
ます。開発NGOが農業を乱開発と捉えてきていたか…と考えると、どう
でしょうか。パームオイルプランテーション等は、明らかに乱開発ですが。
例えば、コミュニティーが昔ながらの焼き畑農業を行っている場合は、乱
開発とはいえないと思います。ただ焼畑農業も本来であればサステイナブ
ルなものですが、人口増加など外的要因によってサスティナビリティを失
ってしまったと思います。事象自体は変わっていなくても、外的要因が変
わることで、以前は問題なかったことが大きな悪影響をもたらすことが起
こり始めていると思います。

――日本政府や企業の生物多様性に対する取り組みに関してどう考えています

か？

日比：多くの企業から「何か一緒にできませんかと」いう話があるんですが、
よく聞くと「植林がしたい」、それも国内で行いたいという要望が多いで
す。植林は、植えた本数を数えられるし、一般的にうけるからという理由
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１８

でしょうね。国内で植林が必要ないとは言いませんが、日本の企業が事業
を行う上で、自然環境・生物多様性の影響をどこで与えているのかという
ことを考えると、むしろ海外での生態系サービスの恩恵や、生物多様性へ
の影響の方が大きいんじゃないですかと。

清水：開発NGOでも"Do no harm"の視点、やっちゃいけないことをまずやめ
るべきだという議論は、はっきりしています。企業活動の負の影響に毅然
とした態度をとることは求められているし、そこに蓋をしておいての活動
は、自己満足になってしまうと思います。

日比：政府も含め国内の認識と国際的認識の間にギャップがあると感じていま
す。国内の生物多様性も重要だし、住民のことも気にしているのに、それ
を途上国に置き換えることがうまくいっていない。
例えば、日本の環境系のODAに関しては、生物多様性のモニタリング
やデータベース作成ということが多くを占めます。もちろんモニタリング
なども重要なのですが、どんどん減っていくものをモニタリングしていて
も仕方がない。生物多様性の視点から地元の人たちの生活を守り、向上さ
せるためのキャパシティビルディングにODAなどが使われればいいのに
と思っているのですが。そのあたりに、開発NGOにも介入していただき
たいと思っています。そうすれば、モニタリングの意義も高まります。

「開発NGOの視点は、今のODAや企業活動の
見直しに向いている」（清水）
清水：少し不遜に聞こえるかもしれませんが、生物多様性という文脈自体が当
たり前すぎるのかもしれません。なので、その文脈に乗って更に、新規事
業を拡大せよというよりは、今のODAや企業活動の見直しをしていかな
きゃというところに開発NGOは視点が向いているのではないかと思いま
す。もちろん、私たち自身も地域に根ざした事例を積み上げていかなけれ
ばいけませんが。

――今年COP１０７が名古屋で開催されます。現時点では、いまいちNGO、特

に開発NGOの関心が低いように見受けられるのですが、なぜでしょう

か？

日比：それは、環境NGO側の問題でもあると感じています。生物多様性条約
市民ネットワーク（CBD市民ネット）８では、COP１０に向けて市民・NGO

７ 国際条約を結んだ国が集まる国際会議（締約国会議）であり、多様な生き物や生息環境
を守り、その恵を将来にわたって利用するために結ばれた生物多様性条約の第１０回目の会
議が２０１０年１０月愛知県名古屋で開催される。
８ １９９２年にリオ・デ・ジャネイロで開催された国連環境開発会議（地球サミット）で採択
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―生物多様性―

１９

の声を集約し、国際交渉に届けましょうということを中心に取り組んでい
ますが、国際社会の中の日本という視点がやはり弱いように感じられます。
みんな海外のことをどうでもいいと思っている訳ではなく、日本国内の生
物多様性保全をなんとかやり遂げたいと純粋に思っているのですが、日本
と言うエネルギーも物資もほとんど海外に依存している国において、生態
系の恩恵をほとんど海外から受けている国の市民として、もっとやるべき
ことがあるのではないかと考えます。
私は、途上国の生物多様性が、地球の生物多様性保全にとって最も緊急
かつ重要だと思っているので、そういうところに日本も含めた市民社会が
いかに支援をしていけるか、開発政策の中のメインストリームにしていけ
るのか…ということが重要だと思っています。生物多様性は、地球規模で
大きな危機にあるのですから。
また、わかりづらさの他の要因としては、コンセプトや言葉が、自分た
ちには直接関係ないと思わせてしまうのだと思います。つまり、古い…狭
いと言った方がいいかな…生物多様性という捉え方で、遺伝子や生物学的
な捉え方になってしまっているんだと思います。今、議論されている生物
多様性は、生態系サービスを生み出す生物多様性で、そう考えると開発
NGOにもプラスに捉えられる要素なんじゃないかと思います。

清水：それはプラスなのかな…。その“サービス”から利益を得られるのは誰
なのかと言う疑問が湧きます。カンボジアやラオスの農民が普段の暮らし
の中に当たり前にあるものを“生態系サービス”なんて意識することはな
いと思いますし。やはり先進国の企業の利益になるのではと穿って見てし
まうのですが。

日比：それも…あるのです。な
ので、ホットトピックでも
あるのです。しかし、一般
的に生態系サービスと言っ
た場合には、第一義的には
生態系がある地域やその周
辺にいる人びとたちが受け
る恩恵で、例えば、昔森だ
ったけれど伐採してしまっ
た地域では、水が枯れた、
気候が変わって雨が降りに

された条約のひとつである、生物の多様性に関する条約の目的達成に向けて、これまでに
蓄積した知見と経験を共有し、締約国はじめ多様な主体に対して、地球規模課題の解決に
向けた合理的な提言および情報発信を行うために設立された団体。
詳しくは、http : //www.cbdnet.jp/index.html

CI と協力し、環境と人に配慮したコーヒーづくりに
取り組む農家（CI ジャパン）
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２０

くくなったという現象が結構起きている。最近は、そういった文脈で生態
系サービスが整理されてきたし、そうあるべきだと考えています。
先進国が、途上国の生態系サービスを守らなければいけないというのは、
現地の人びとのため、そして、その次に、現地への波及にとどまらない自
分たちへも影響があるからだと思います。途上国の生物多様性に身近な人
を支援しないとそこも守られないし、そこに住む人たちも持続的に発展で
きませんよねという議論にはなっているのですが。

「地域のリソースを利用する権利は現地の人た
ちにある」（清水）

清水：コミュニティー側から見ると、い
ろいろなリソースに対して住民に自
己決定権があるかどうかが重要だと
思うんですよね。なので、政府間交
渉の議論の中でサービスの議論があ
ると、何か権利が絡む話をトップダ
ウン的に、決められていくというイ
メージを持ってしまうんです。やは
り、基本としては地域のリソースを

利用する権利は現地の人たちにあって、彼らがその資源を持続的に活用す
ることを前提にした議論が展開されるべきだと思っています。その点で言
うと、現在世界各地で食糧確保などのために土地が外国の資本に買い漁ら
れ、その地で代々暮らしてきた人々の手から切り離されているような現状
にこそもっと警鐘が鳴らされるべきだとも思ってます。

日比：国際的な生物多様性条約の議論の中では、先住民族の権利は最重要課題
であるんです。先住民族のネットワークは、オフィシャルなオブザーバー
として発言権をもっている。この条約は、いち早く先住民人たちの参加す
る枠組みを整えたものだと思います。
ただ、政府も含め日本では、議論の中に先住民族というのがほとんど出
ておらず…、関心のあるNGOも少ないようです。国内での認識と、国際
的な常識の間に随分ギャップがあるなと感じています。
今、開発NGOが現場で蓄積されている経験を、生物多様性のCOP１０の
プロセスなどにどんどんインプットしてもらいたいと思います。生物多様
性に取り組むNGOが開発NGOに貢献できることよりも、開発NGOがで
きる貢献が、大きいかもしれません。
例えば、今、生物多様性の議論は生物多様性に関わる人たちが中心で、
生物学とか自然保護に関心のある人が中心になっています。その中では、

森林活動ラオス（JVC）
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―生物多様性―

２１

生物多様性をいかに守るかという視点が当然ながら中心にあります。しか
し、何のための生物多様性保全なのかということを考え、途上国の地元の
人たちに恩恵のある提言を行っていかないといけないと思います。現地の
人が何を思っているのか、日常業務の中でそのことを考えている開発NGO
の人たちに是非参加をしていただきたいと思います。

清水：誰のための生物多様性なのか、誰が得をするのか…。実際にしわ寄せの
くる人たちの情報を提供するとしたら…我々の役割かもしれませんね。
僕らが復興支援会合等の国際会議などで提言を行う際には、必ず「生物
多様性に配慮すべき」という文言は入れるのですよ。もともとそういう意
識というのは強いのだと思います。

「生物多様性保全の世界は年々、進化している」
（日比）

日比：近年、生物多様性の科学的な
研究が進んでいますし、そうい
った部分での情報提供などでは
生物多様性に取り組むNGOが
役に立つのではないかと思いま
す。１０年・２０年の間に、アプロ
ーチの仕方がだいぶ変わりまし
た。そういった技術的なところ
では、役に立てることがあると
思います。また、地元コミュニ
ティーと密接に関わる生態系サ
ービスや、それを支える生物多様性の危機について理解も進みつつありま
す。生物多様性保全の世界も年々進化しているといえます。

――両分野のNGOで近いと思うコンセプトと、違うと思うコンセプトを整理

すると？「誰のための生物多様性」という視点は一緒なのでしょうか。

日比：一緒であるはずだというほうが正しいかもしれない…。日本の生物多様
性に取り組むNGOは、自分たちだけの問題として捉えている節があると
思います。日本国民として世界に与えている影響を考えると、日本国内の
生物多様性問題だけを考えていると、責任の１／１０も果たしていないので
はないかと思えてきます。開発NGOの人たちのほうがより国際的に何を
すべきか、という問題意識を持っているのでないかと思います。国際社会
における日本のあり方、責任の取り方の違いが、環境NGOと開発NGO
との差になっているのではないかと感じます。

エコツアーにより自然を守りながら利用していく
（CI ジャパン）
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２２

「鳥の目、虫の目のそれぞれを活かして伝えら
れることもある」（清水）
清水：開発NGOもいろいろな団体があるので…。逆に開発NGOは、例えば、
色々な国々へ出て行って開発問題を考える一方で、日本の社会の中での環
境問題ともちゃんとつなげて啓発をしなければいけないけれども、それが
出来ている団体はまだ少ないかもしれないですね。
お互いもっと意識をし合えればいいのだと思います。鳥の目と虫の目の
話があるかもしれませんね。環境NGOがどちらかというとグローバルス
タンダードという鳥の目を持ち、開発NGOが現地の虫の目線を持って伝
えられることもあると思いますし、逆のケースもあると思います。

――ありがとうございました。

この対談では、期せずして最初から両者の共通点がみつかりました。私たち
は、日々生活する中で無意識に自然の恩恵を受けています。それは、都会で暮
らしていても田舎で暮らしていても、先進国に住んでいても途上国に住んでい
ても違いはありません。自然を維持することは、人びとの幸せも維持すること
です。
しかし、同時にいろいろな課題も浮き彫りになってきています。日比さんは、
生物多様性に取り組むNGOの視点が海外に向いておらず、先住民族や貧困削
減の課題と絡めて考えていない点を指摘しています。他方で、清水さんは開発
NGOの側は生物多様性の重要性を認識しているし、それを活動に取り込んで
いこうという姿勢はあるものの、具体的にどのポイントで取り込めるかという
点を把握できていないと述べています。
清水さんが最後に指摘しているように、国内で生物多様性に取り組む団体と
途上国で開発に取り組む団体が情報交換し、互いの活動の中に双方の視点を組
み込んでいく機会を積極的に作り出していくことが必要でしょう。
持続的な生活は、地球上のどの場所でもキーワードであり、自然がないと私
たちの生活も途上国の人びとの生活も成り立ちません。よりよい地球を作り出
すために、まずは一歩近寄ってみてはどうでしょうか。（編集部）
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―生物多様性―

２３

●清水俊弘

（特活）日本国際ボランティアセンター 事務局長

１９６２年東京生まれ。小学校、高校講師を経て１９８７年、JVCに参加。

タイ・カンボジア国境の難民キャンプでのプロジェクト調整員、

神奈川事務所代表、カンボジア代表、総務、アフガニスタン緊

急対応等を経て２００２年７月より現職。地雷廃絶日本キャンペー

ン（JCBL）運営委員として対人地雷、クラスター爆弾の廃絶

にも関わる。獨協大学非常勤講師。
≪団体紹介≫

１９８０年にインドシナ難民の救援活動をきっかけに発足した市民による国際協力団体。

カンボジアやラオスの難民支援を行う一方で、アフリカへも展開。飢餓に直面したエチオピ

アやソマリアで医療、植林、農業などの支援を実施。また、アパルトヘイト下の南アフリカ

でも黒人コミュニティーの生活改善支援を始める。その後、湾岸戦争をきっかけに中東地域

における活動を開始、イラク、パレスチナでの人道支援を続けている。「９・１１事件」後は

アフガニスタン、スーダンにおける人道支援を開始。それらの国々・地域を含め世界９カ国

で地域開発や人道復興支援の活動を実施中。また、現場の活動から見えてきた政策的な問題

に対しても積極的に発言をするために、調査研究、提言活動にも力を入れている。

団体URL : : http : //www.ngo-jvc.net/

●日比保史

国際NGOコンサベーション・インターナショナル日本プログ

ラム代表

�野村総合研究所、国連開発計画（UNDP）を経て、２００３年４
月より現職。環境省企業生物多様性ガイドライン検討委員、三

菱商事グループ環境・CSRアドバイザリーコミッティーメンバ

ー、日本生物多様性アワード審査委員、緑の認証機構評議員、

上智大学地球環境研究所非常勤講師などを務めるほか、多数の

企業のステークホルダーダイアログ等に参加。
≪団体紹介≫

コンサベーション・インターナショナルは、１９８７年に設立された国際NGO。科学、パートナ

ーシップ、そして世界各地での実践に基づき、次世代に豊かな自然を引き継いでいく社会を

実現し、人類の幸福に貢献することを目指している。理事に、俳優ハリソン・フォード、イ

ンテル設立者ゴードン・ムーアなど。世界４０カ国以上で約１０００名のスタッフが、政府、企業、

地元コミュニティと協力しながら、地球の自然遺産である生物多様性の保全に取り組んでい

る。１９９７年旭硝子財団ブループラネット賞受賞。

団体URL : http : //www.conservation.or.jp
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２４

―気候変動―
届け、現地の声！国際会議へ
気候変動に関わるNGOといえば、国際会議の舞台でロビーイングを行なう
NGOというイメージが浮かぶのではないでしょうか。しかし、気候変動によ
る影響は、途上国を中心とした現場レベルで起こっています。そして、その現
場では、貧困削減など開発に取り組むNGOが多く活動しています。この両者
がもう少し近づいて協力することはできないでしょうか。連携を進めて、互い
の活動に相乗効果を生み出すことはできないのでしょうか。
今回の対談では、気候変動に関する国際会議に精通した（財）世界自然保護
基金ジャパンの山岸さんと現場で人びとと一体になって活動する（特活）シャ
プラニール＝市民による海外協力の会の白幡さんが双方の視点から連携のあり
方について議論します。（編集部）

――白幡さんは、温暖化による被害を最も受ける国の一つであるといわれるバ

ングラデシュに駐在されていましたね。温暖化の影響を現地で感じること

はありますか？

白幡：あくまでも印象の話ですが、大規模
な自然災害が頻発し始めているという
ことを普通の村人も含めて感じていま
す。バングラデシュでは、毎年国土の
３分の１程度が腰まで水につかる洪水
に見舞われており、頭までつかる程の
大洪水の発生は１０年に１回程度と言わ
れていました。しかし１９９８年の後２００４
年、２００７年と非常に大きな洪水が立て
続けに起こり、この事態に普通の村人
も首をかしげています。
サイクロンもこの地域では毎年５～６個発生していますが、バングラデ
シュを直撃して大きな被害をもたらすものはそれほど頻繁にはなかったの
です。１９９１年のサイクロンでは約１３万８千人が死亡し、大規模な被害を受
けました。その前後から、サイクロンに対応するシェルター等が多く作ら
れてはきましたが、２００７年に続いて、２００９年にも発生しており、なぜこん
なに発生するのか・・・と住民たちは思っています。来月から駐在するネ
パールでは、薪のために森林伐採を行うという人為的な要因による森林減
少という問題もあるのですが、全体としてはこの国でも洪水などの被害が
ひどくなり、生活状況も悪化してしまうという状況におかれています。

大洪水で冠水した学校と子ども
バングラデシュ、マニクゴンジ県

（シャプラニール）
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―気候変動―

２５

――このような途上国の現状に対する資金的な支援が、鳩山イニシアティブや

昨年のUNFCCC COP１５１で話題になっていました。資金メカニズム２は、

彼らの役に立つものになるのでしょうか。どのような課題がありますか。

山岸：環境NGOとして、COP１５で資金とい
う分野について重視していた３つのこと
は、資金規模、資金源、資金を誰がどう
配分するか（ガバナンス）でした。１つ
目の資金規模に関しては、１０００億ドルレ
ベルの支援が約束されるかがひとつの目
安でした。大きな額と思うかもしれませ
んが、気温上昇を２度未満に抑えるため
にはこのままでいく成り行きのシナリオから１４Gt の温室効果ガスの排出
削減が必要と言われており、そのためにはすごい額のお金が必要です。他
にも適応３については、インフラを構築する資金が必要です。そのお金を
どうやって集めるのかというのが焦点でした。
資金源に関しては、資金をこれまでどおり先進国の自主的な拠出に頼っ
ていると安定しない。そこで、どうすれば安定できるかというのが課題で
した。
３つめのガバナンスに関しては、先進国の中には途上国政府不信論が常
にあります。また、途上国の中には世銀や地球環境ファシリティー（GEF）４

のガバナンスや手続きに関して色々な批判もあります。それらをどう乗り
越えるかが課題だったのです。しかし、結論から言えば、今回の会議では
どれも乗り越えられなかったのです。資金規模として額は提示されたので
すが、本当に履行される保証はありませんし。

「援助マネーをもらうための方便に注意」（白幡）
白幡：資金について途上国の例として、バングラデシュは、国家適応行動計画
（National Adaptation Programmes of Action : NAPA）５に比較的早く着手し、

１ 気候変動に関する国際連合枠組条約（United Nations Framework Convention on Climate
Change : UNFCCC）について話し合う国連気候変動枠組条約第１５回締約国会議（Conference
of Parties : COP１５）。

２ 途上国に対し、資金の供与や技術の移転を行うための仕組み。実施機関は地球環境ファ
シリティ（Global Environment Facility : GEF）である。GEF については脚注４を参照。

３ 地球温暖化の悪影響に対応するための措置。島嶼国が海面上昇に対して堤防を築く等が
その例。

４ 開発途上国で行う地球環境保全のためのプロジェクトに対して、原則として無償の資金
を供与する国際的資金メカニズム。

５ 途上国の気候変動の悪影響に緊急に適応するため、途上国が自国の適応の必要性をまと
める計画。国連気候変動枠組条約の後発開発途上国基金（LDCF）の下で、実際の適応活動
に対して資金供与を受けるための準備として作られる。

COP１５・COP/MOP５の総会の模様
コペンハーゲン（WWFジャパン）
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２６

２００５年には提出しています。バングラデシュに限ったことではありません
が、お金が動く気配があるとすぐにスキームを整えるものの、実態が伴っ
ていないのが実情です。
具体的な内容は、沿岸地域への植樹、塩害地域への飲料水供給、情報提
供など、ほとんどがすでに取り組まれてきたことです。この国にとっては
以前から必要なものであって、温暖化対策といって新たに加えられたもの
はほぼないと言っていい。それに、現場や政府・NGOでさえも温暖化問
題に関する意識はほとんどありません。これまで行っていたことに、“気
候変動”という冠をかぶせただけで、援助マネーをもらうための方便であ
ると言ってもいいのではないかと思います。私の問題意識は、開発NGO、
環境NGO双方で資金を有効活用できる仕組みを作らないといけないとい
うことにあります。また、適応策の内容もマクロ、ミクロレベルで役割分
担すべきだと思います。

――温暖化の被害を最も受けるのは、途上国の貧困層だと言われますが、被害

の状況や、実際に被害を受けている人の声は国際交渉を行っている人に伝

わっているのでしょうか？

山岸：白幡さんのお話を聞いていて「な
るほど」と思いました。でも、私が
そう思ったこと、つまり現状を知ら
ないで国際交渉に臨んでいる状況が
まずいと思います。国連の会議では、
例えば「この文言を"Should"にすべ
きか"Shall"にすべきか」といった議
論をしているので、現場に近い、本
当に１人の人がどうなるかというよ
うな議論が入ってこないのです。

白幡：NGOに関する認識の違いもあります。NGOで働いている人は、日本で
は労働条件の良くないところで志高く頑張っているイメージがあると思い
ますが、バングラデシュやネパールで働く現地のNGOスタッフは国の中
ではエリート層に属する人たちです。海外ドナーと資金に関して英語でコ
ミュニケーションを取る必要がありますから、大抵の場合は高等教育を受
けている人が職員になります。NGOへの就職は、日本で大企業に就職し
たのと同じように親戚から喜ばれもします。現場で働いているスタッフは、
“貧しい人たちのため”と口では言うものの、利用しようとする人もいる
のが現実です。こうしたことを分かった上で、現場のNGOとも付き合っ
ていかなければいけない。難しい部分でもあります。

国連気候変動会議の作業部会（AWG）の模様
ドイツ・ボン（WWFジャパン）
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―気候変動―

２７

「貧困層が本当に求めていることをバイパスし
て伝える」（山岸）
山岸：日本政府の方が「途上国の政府代表
は、途上国の貧困層を代表していない。
だから、途上国政府のいうことを額面
通りに聞くべきでない」といった趣旨
の発言をすることがあります。途上国
政府の代表が、必ずしも途上国の大多
数の貧しい人たちを代表していないと
いう点では正しいと思いますが、そう
言い切ってしまうのも問題です。そう
した現実を踏まえ、私たちにできるこ
とがあるとすれば、ある国の貧困層が本当に求めていることを、私たちが
バイパスして伝えることかもしれません。しかし、私たちが彼らの意見を
代表するのも難しいと思いますので、そこで途上国の貧困層の声を代弁で
きるようなNGOにきちんと話してもらう必要があるのではないかと思い
ますね。

白幡：細かいですが、例えば、途上国におかれている日本大使館が、その国の
現地NGOに配分する草の根人間の安全保障無償支援というスキームがあ
ります。この枠組みの中に、気候変動６に関する取り組みや、一番被害を
受ける住民の声を言語化し仲介するための対策などを取り入れるというの
もあるのかと思いました。

山岸：温暖化というと白クマというイメージがありますね。それも大事なので
すが、同時に危機意識を持ってもらう必要があります。手前味噌になりま
すが、WWFでは実際に温暖化の影響が出ている地域を選定して、そこで
生活している人に証言してもらうプロジェクトを行っています。例えば、
ネパールのシェルパや、フィジーのある島に住んでいるお母さんの声を伝
える。それが生活レベルで感じている危機感を言語化・可視化する一つの
方法だと思います。しかし、これはミクロのレベルのものですし、１団体
がやっていることなので、組織化されたアクションにつなげていくような
仕組みにはまだなっていないのかなと思っています。

６ 数年から数万年以上という様々な時間スケールで気候が変化すること。特に気温の上昇
とそれに伴う降水量などの変化を指すことが多い。

サイクロンでなぎ倒された家々
バングラデシュ、バゲルハット県

（シャプラニール）
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２８

――連携によるアドボカシーは、他にどのようなものが考えられるでしょうか？

山岸：例えば、クリーン開発メカニズム（Clean
Development Mechanism : CDM）７の案件で悪
影響がでていないか、ダムの建設に住民の
立ち退きを強いていないか、ダムの建設に
よってどのような影響がでるのかをチェッ
クすることを目的にCDM Watch という団体
ができました。専属スタッフは１名しかい
ませんので、もちろん彼女１人だけではチ
ェックはできません。ですから、大事なこ
とは、CDM Watch を支えるNGOのネット
ワークをいかに現場レベルまで繋げられる
かだと思っています。現場に近いNGOとネ
ットワークを構築したり、現場のNGOのキ
ャパシティビルディングをCDMの多く実施
されている中国、ブラジル等の国で行うな
どしています。おそらくアジアでも同様の取り組みが必要だと思っていま
す。現場の人々が現実にどういう問題が起きているか、問題が生じたとき
誰に言えばよいのかを地域で分かっていて、それをNGOのネットワーク
に伝え、CDMWatch に伝える。最終的にCDMWatch は、国連等に問題を
報告することができるという仕組みをつくりたいと思っています。

「NGO同士のネットワークで連携できるかも」
（白幡）

白幡：私たちのような途上国の現場で
活動する開発NGOがいつも悩む
のは、問題もレベルも様々ですが
日本政府や現地政府との関係なの
です。シャプラニールは、現場の
活動にこだわるあまりバングラデ
シュ政府や日本政府との関係が、
かえって薄くなってしまったので
はないか、と思います。今では、
政府との関係やネットワークを上
手に構築しているNGOもでてい

７ 先進国と途上国が共同で温室効果ガス削減プロジェクトを途上国において実施し、そこ
で生じた削減分の一部を先進国がクレジットとして得て、自国の削減に充当できる仕組み。

COP１５・COP/MOP５で
WWFが行ったアピール
（WWFジャパン）

洪水で浸食されつつある農地
ネパール、チトワン郡
（シャプラニール）
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―気候変動―

２９

る中、少し取り残されたような感覚があります。しかし、好むと好まざる
とに関わらず今の時代、政府と上手に渡り合っていかないとだめだという
意識はあります。気候変動は政府レベルの動きが中心になっています。山
岸さんのお話の中で、NGOのネットワークを是非使ってくださいという
話もありましたが、まずはそこに突破口を見つけていく方法があるのかな
と感じました。

――アドボカシーでの連携の提案を頂きましたが、現場で活動する際に他分野

のNGOと連携したいと思うようなシーンはありますか？

白幡：バングラデシュだと日本では考えられないような大規模なNGOがあっ
て、例えば、BRAC８という団体は「第三の政府」とも呼ばれるほどの組織
力と影響力をもっています。実際、政府の中に入り、保健衛生などの行政
機能を一部請け負ってもいます。今後、気候変動も行政の事業の中に組み
込まれていくと思います。そこでおかしなことになっていないかはきちん
とチェックしないといけないし、問題があれば現場を知っている人たちが
声を上げなければと思います。今すぐに具体的なアイデアはありませんが、
当然必要になってくると思いますし、シャプラニール自身が声を上げなけ
ればいけない局面を迎えることもあるだろうと思います。

「住民の生活を保障するために何が必要か、と
いう視点は同じ」（山岸）
山岸：私自身はあまり関わっていないのですが、環境NGOでは例えばインド
ネシア スマトラ島の激しい森林伐採を止めたいときに、突然止めてしま
うと現地で伐採を生業としている住民の人たちは職にあぶれることになり
ます。その際に、どうすればいいのか、別の職として何がありえるのかな
どを調査し支援することもあります。このような場合だと、住民の生活を
保障するために何が必要かという視点で考えるわけですから、開発NGO
の活動と極めて近くなってきます。
他に生物多様性に関わる分野でも、野生生物が住んでいる地域の保全と
同時に、野生生物の密輸をしていた人たちの生活の補償に取り組んでいる
例があります。もし開発NGOが同じ地域で活動を行っていれば、協力す
ることができるのではないかと思います。

８ バングラデシュで生まれた最大かつ世界最大規模の開発NGO。教育、保健衛生からマイ
クロファイナンスまで多岐にわたる活動を実施。近年、南アジアの他の国やアフリカにも
拠点を拡大してきている。
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３０

「ミクロレベルの動きは、マクロレベルの動き
の結果である」（白幡）
白幡：他にも、例えばインドでは社会科や理科などを統合した「環境」という
科目が初等教育の段階であり、NGOが教師への研修という形で協力する
こともあります。このようなミクロなレベルでの動きは、マクロレベルの
動きの結果として起きてきていることだと思います。私たち開発NGOは
ミクロなところで活動していますが、マクロの動きも把握していないと先
が読めないですし、ミクロな活動の結果がマクロな流れにどう関係してい
るのかを意識していなければなりません。マクロなことは、是非分かって
いる人から重要なことを教えて欲しいし、お互いの持っているリソースを
上手く交換できるような場づくりというのは必要だなと思います。

――実際に温暖化の被害を受ける人々の支援をしている開発NGOは温暖化へ

の関心がそれほど高くないように感じるのですが…。連携をしようとした

時に、課題がありますか。

白幡：関心が低いというよりは、単純に自分たちに関係のあるものだと捉えて
いないだけなのではないかと思います。大抵のNGOの場合、他のNGO
との差別化をするためにも教育、保健衛生等それぞれに専門分野やテーマ
を持って活動している団体が多いと思います。その中で「環境問題」と言
われてしまうと、すぐに関係ないと思ってしまう。関心がない訳ではなく
て、とっかかりがないのではないかと思います。

「主に幸せにしたい人が誰なのか…このあたり
に違いがあるのかも」（山岸）
山岸：それは環境NGOがなぜ開発問題に関心を持てないかということと、表
裏一体だと思うのです。気候変動系のNGOは、現場で活動している団体
もあると思いますが、政府に対してロビー活動をしている団体が多い、そ
うすると活動の対象は先進国の政府であって、変えて欲しいのは温暖化に
対する政策です。開発に対する政策はあくまで関連分野として少し提言す
るぐらいになってしまいます。
主に幸せにしたい人が誰なのかとか、主に変えたいことが何なのかとい
う対象が違うのだと思います。開発NGOの方はその対象が現場にあって、
その地域の人たちを幸せにしたい、生活環境を変えたいという思いがある
と思うのですが、われわれの焦点はそこにないのです。接点が生じやすい
のは、生活に直結する森林分野などではないかと思います。インドネシア
の森林分野で活動を行っている同僚を見ているとそう感じます。
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白幡：解決する課題を特定すれば、自ずとステークホルダーが決まってくる訳
ですから、その中で上手に役割分担をして総合的に取り組んでいく必要が
あると思います。ただ、それを誰がコーディネートするかによって結果が
全然違ってきてしまうので、誰が音頭を取るべきなのか、戦略を練るべき
なのかというのを見極めることが大切です。そのためにもお互いを知って
いかなければと思います。例えば、どのように国際会議の場でNGOの意
見が通っているのか、全然イメージが湧かない。いつのタイミングでどの
ような意見を言うと反映されやすいのか教えてもらえれば、協力しやすい
と思います。
環境NGOが開発NGOに期待することを明確にして欲しいと思います。
また、開発NGO自身もできることは何かをみんなで考える機運を盛り上
げていきたいと思っています。多かれ少なかれ、問題は全て繋がっている
訳ですから、お互いの期待を明確にし、役割分担を考えていければ良いの
ではないかと思います。

「役割分担をすることで、国連の交渉の場に声
を届けられる」（山岸）
山岸：国連の交渉の場は、変なサー
クルみたいでその中でのみ使わ
れている専門用語でコミュニケ
ーションを行っています。です
ので、現場の言葉をそのまま使
っても交渉をしている人達に響
かなかったりする可能性がある
ので、彼らに響くように翻訳す
る必要があります。それには連
携が不可欠で、役割分担だと思
います。先ほど、働きかける対象が違うと言いましたが、私は先進国の交
渉担当ですが、途上国の適応対策を推進する担当の人ならば、もっとダイ
レクトに連携できると思いました。例えば、日本の技術である早期警戒シ
ステムを途上国でも普及したいという団体であればひょっとしたらもっと
ダイレクトな連携が図れるのかもしれません。現状それが行われていない
理由は、「途上国との連携があったらいいな」くらいには思ってはいても、
リソースが限られる中、国内で活動しているNGOとしては、優先順位を
つけて判断してしまう。だから、限られたリソースの中では優先順位が違
うところにあって、そのために連携がなかなか進まないのだと思います。

国連気候変動会議の作業部会（AWG）の模様
ドイツ・ボン（WWFジャパン）
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「今はまだ、お互いを知らないから右往左往し
てしまう」（白幡）
白幡：あと、お互いにもっと知り合えば建設的な批判もできると思うのです。
今は、知らないから批判も起きない。そして、何かを一緒にやろうとする
とお互い知らないので協働ができず、右往左往してしまう結果になると思
います。

――ネットワークNGOに期待することはありますか？

山岸：多少無理やりでもいいから、接点の場をつくる方が良いと思います。常
態的に行っている事業の場が重なっていないと接点を作り得ないのです。

白幡：よく企業の中で異業種交流みたいなものがありますが、多少無理やりで
あっても場がある、誰かが仲介することで新たなアイデアや動きが生まれ
ます。バングラデシュで計７年間駐在していて思ったことは、専門性だけ
ではなく、色々な問題に対応できる総合的な応用力が必要だと言うことで
す。下手な専門性に頼るのではなく、それぞれの専門性を取りまとめるこ
とができるフレキシブルな能力が必要だと思いました。

――ありがとうございました。

「国際会議」「ロビーイング」というイメージの強い気候変動というイシュ
ーだったにもかかわらず、お二人からはアドボカシーと現場をつなぐさまざま
な連携の提案が次々に出てきました。会議で決まった政策が現場で適切に履行
されているかどうかを監視することや、現場で起こっていることを会議で使わ
れる言葉に「翻訳」することなどはよい例でしょう。
それぞれ真摯に自らの課題に取り組んでいるからこそ、足りない部分、補い
合える部分がすぐに連携のイメージになるといえるでしょう。最後の部分で「互
いに知り合えば建設的な批判ができる」「多少無理やりでも接点の場があった
ほうがいい」という発言がありました。連携はすぐには進まなくても、一歩ず
つ意識的に近寄っていくことで新しい可能性が開けていくのではないでしょう
か。（編集部）

／バージョン４／その他／２１７０９１　国際ＮＧＯ　Ａ５／きじ０２  2010.03.18 14.20.34  Page 32  Wing001



―気候変動―

３３

●山岸尚之

（財）世界自然保護基金ジャパン 気候変動プログラムリーダー

２００３年より、WWFジャパンの気候変動担当オフィサーとして、

政策提言・キャンペーン活動に携わるほか、国連会議での情報

収集・ロビー活動などを担当。２００７年より気候変動プログラム

リーダー。

≪団体紹介≫

WWFは、約１００カ国で活動している地球環境保全団体である。１９６１年にスイスで設立された。

地球上の生物多様性の保全と、人の暮らしが自然環境や野生生物に与えている負荷の軽減を

柱として活動している。現在、特に力を注いでいるのは、森や海などの生態系を保全するこ

と、木材や魚介類など、自然資源の利用を持続可能なものにすること、地球温暖化を防ぐこと。

WWFジャパンの気候変動プログラムでは、国連交渉や国内の温暖化対策での政策提言活動の

他、企業とのパートナーシップ、温暖化の影響についての普及啓発活動等も行っている。

●白幡利雄

（特活）シャプラニール＝市民による海外協力の会 海外活動

グループチーフ

１９９３年に専従スタッフとして活動に参加。東京事務所で手工芸

品、会員名簿管理、広報などの各担当や２回のバングラデシュ

駐在を経て、２００６年より海外活動グループのチーフ。２０１０年２

月からネパール駐在。

≪団体紹介≫

シャプラニールは、日本人の有志によって１９７２年に設立されたNGO。市民一人ひとりの力を

集め、一人でも多くの人々が、それぞれのもつ豊かな可能性を開花させられる社会の実現を

目指し、主に南アジアのバングラデシュ、ネパール、インドで活動している。現在は自然災

害によって最も被害を受ける人々の地域防災への取り組みや、働く子どもたちへの支援を実

施。生活向上を目指し、主に女性たちが作る手工芸品の輸入販売「クラフトリンク」や、リ

サイクル品を集める「ステナイ生活」、開発教育の推進など、日本国内での活動にも力を入れ

ている。
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―ODA―
アドボカシーは一緒にできる！
開発NGOと環境NGOの最も大きな違いを挙げるとするならば、それは
ODAに対する政策提言の内容なのではないでしょうか。開発NGOは、ODA
の増額を基本的なスタンスとしている一方で、環境NGOは ODA増額には否
定的です。途上国の課題を解決し、よりよい社会を構築するという目標は共有
しているはずですが、その主張は表面的には異なってみえます。しかし、本質
的に両者のスタンスは異なるのでしょうか。あるいは、多くの問題意識を共有
しながらも、取り組む課題を表と裏からみているために、主張が異なってみえ
るのでしょうか。今回の対談では、ODAへのアドボカシーを特に活発に行っ
ている（特活）オックスファム・ジャパンの山田さんと（特活）FoE Japan の
清水さんが双方の共通点と相違点、そして連携のポイントについて議論します。

――それぞれ違ったスタンスでODAに対する政策提言をされているようです

が、どのような問題意識か教えてください。

清水：FoE Japan では、ODAのみに焦点を当てているというよりも、ODAや
輸出信用等の日本の公的資金が海外におけるプロジェクトを支援する際、
どのような環境社会配慮をしなければいけないかという観点から活動を行
っています。過去、日本が支援をした海外、特に途上国のプロジェクトが、
非自発的住民移転や大規模森林伐採等、様々な環境社会問題を引き起こし
てきました。FoE Japan は、このような問題を回避、最小化、緩和するた
めに活動しています。

山田：オックスファムは、コミュニティの人々やそれを支える現地NGOなど
と協力しながら、貧困・不平等の永続的な克服のために取り組んでいます。
貧困には経済、環境、人権など多様な側面が絡みますが、日本でのアドボ
カシーは特に、教育や保健医療といった基礎的社会サービスの拡充に資す
る国際的な開発資金の調達に力を入れています。この問題は、一義的には
途上国の政府がすべての市民に対して保障すべき問題ですが、途上国が抱
えている歴史的な問題や、富や資源が南から北に流出してしまう現在の国
際政治経済の構造があるため、先進国からの資源の再配分なしには実現で
きません。

――特に、ODA増額か減額かという部分ではご意見が違うようですが。

清水：今の質のままODAを増額するのは反対です。現状のまま増額してしま
えば、課題を残したままの増額を意味するので、環境社会配慮が適切にで
きていない事業、不必要な事業や業務を増やしてしまうことになってしま
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うと思っています。例えば、環境社会配慮に関わる JICA職員数は世界銀
行の１５～１０分の１程度（２００８年度の聞き取りによる）ですが、事業規模は
２分の１の金額という状態です。このように、圧倒的にキャパシティが足
りない現状のままで増額の話をすれば、当然質が落ちてしまいます。ただ
し、減額ありきというよりは、無駄な事業、環境社会面で質が悪い事業を
排除していく中で結果的に減額になるという意味です。

「ODA予算のビジョンなき削減によりMDGs
達成は遠のいた」（山田）
山田：一方で、世界の貧困削減に無関心な政治の下、ここ数年ODA予算のビ
ジョンなき削減が行われたことで、外務省／JICAで国連ミレニアム開発
目標（MDGs）を担当する少数派は単に委縮し、効果向上に向けたイノベ
ーションは抑え込まれ、「我が国の比較優位」（これまでのやり方）のみ
が残るという事態が起きています。

清水：ODAの増額とODAの効果の発現は必ずしも比例しないと考えていま
す。特に総額プレッジは、その金額の大きさで評価されてしまいますが、
そのような議論は避けるべきだと思います。どのように具体的に実現でき
るのかわかりませんが、額の多寡ではなく、効果の発現でプレッジできる
仕組みはないのかなと思っています。どれぐらいの効果を出すべきかを先
に決めた上で、それを実現するための事業にはいくら必要なのか、という
風に考えないと、だせる資金は各国限られていますし、大量の資金が確保
されている状況では途上国政府から一体どれだけ「真に必要な事業」が絞
られて出てくるのか、という点が懸念されます。優先順位の低い事業まで
あがってきてしまうのではないでしょうか。この点は、日本だけで議論し
ていても仕方がなく、国際社会で本気で考えないといけない問題だと思っ
ています。

山田：効果こそ大事という点はその通り。実は冷戦後、世界では貧困対策にド
ナーの嗜好よりも途上国の主体的責任を重視し、ドナーは黒子として資金
を出すことを柱とした多国間の資金メカニズムが構築されており、MDGs
分野では効果を上げています。案件審査に基づく必要額も算出され、ドナ
ーのプレッジが途上国の政策改善を促す好循環もあります。日本がこうい
った枠組みに積極的に参加し、この中でプレッジすることは大変重要です。

――アドボカシーに関するお二人の取り組みで、共通する考えがあれば教えて

ください。

清水：「本当にニーズのあるところに援助が届く」、ということでしょうか。
山田：わかりやすく言うと「私たち抜きに私たちのことを決めるな」というこ
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とだと思います。コミュニティに住む人々の人権を重んじていること、ま
たこれが、日本などの先進国が当該国とどういう関係を構築するかによっ
て大きく左右されることを認識しているからこそ日本政府にアドボカシー
をしているという意味においては、スタンスは共通しているのではないか
と思います。

「現地の市民社会やNGOの意見がODAに活か
されるべきというスタンスは同じ」（清水）
清水：「私たち抜きに私たちのことを決めるな」というスタンスは、確かに同
じですね。FoE Japan の活動の目的である、現地でのODA事業による環
境社会問題を回避、最小化、緩和する一つの方法は、現地の市民社会やNGO
の意見が事業実施の是非やそのあり方に反映されることだという考えに基
づいたものですし。

――とすると、お二人とも「現地の声」を聞いて提言を行っているわけですが、

なぜ提言内容が変わってくるのでしょうか。現地の住民の中でもODAに

ついて意見が分かれているのでしょうか。

山田：私たちが支援している当事者の方々にとっての問題は、たとえば発熱し
ながら数十キロ歩いて登院しても医師・看護師不足で診てもらえなかった
り、出産時の死亡率があまりに高いために、出産間際に家族に別れを告げ
なければいけないというような現実です。彼らから直接見える問題はあく
までも国や地方行政の不行き届きであり、「ODA問題」はその背後にあ
るものの、当事者が必ずしも認識しているわけではありません。
一方、その行政や、行政サービスの改善を求める現地NGOにとっては、
ODAの少なさやドナーの都合を優先した「つまみ食い」的性質がニーズ
を反映していないため、大きな頭痛の種となっています。

清水：大規模インフラ事業の開発の現場では、現地に様々なローカルポリティ
クスがあって、意見もばらばらです。しかし、しっかりとした環境社会配
慮をしないため、「日本のODAはもう要らない」という声があがった例
はこれまでにもありました。また、住民だけではなく、途上国政府からど
う思われているのかというと、日本のある国会議員が、ある途上国の大臣
にODAの問題を訴えると「日本の企業が儲かるので別にいいでしょ」と
平気で言われる現状があると聞きました。いずれにしても、ODAの効果
の発現が不十分であったり、相手国が適切に裨益していなかったり、また
環境社会配慮が不適切であったりすると、現地からはこのような声がでて
きてしまうということだと思います。
例えば、フィリピンの灌漑用ダムの案件では、効果を見込んで住民が土
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地を整地したのに、当初の予定通り水が供給できなかったため、住民はそ
の土地で米を作れず、土地整地の際の借金だけが残ってしまっている例が
あります。この案件は、同じ水系に建設した２つ目の灌漑用ダムも日本が
支援したけれどもやはり水供給が計画通りにいかず、さらに３つ目の灌漑
用ダムに対しても日本が援助を行っています。無償資金協力のみならず円
借款も供与されているので、途上国政府からすれば効果がないのに借金だ
けが残ってしまうことになります。当然、借りた途上国政府にも責任があ
ると思いますが。また、日本の納税者の立場からすれば、無償で供与して
効果がでなかったというのは無駄遣いと言わざるを得ません。一方、現地
の住民の目にこれがどう映るかといえば、個人的に負債を負っただけでは
なく、国としての借金も増加したのですから、日本のODAに対する印象
も当然良くないでしょう。

――なるほど、ODAを必要としている人に焦点を当てるのか、ODAによっ

て被害を受けている人に焦点を当てるのか、という違いがあるのですね。

ところで、「開発と環境の壁」のようなジレンマはないですか？

清水：３点、ジレンマについて思い浮かびます。
１つ目は、自然保護区など保護価値の高い自然環境として法制度で指定
されていた地域で、その指定が解除されたり格下げされたりした形で大規
模インフラ、資源開発が散見されることです。ちなみに、そのような開発
事業に対して、日本の公的資金が支援をしている例があることは問題です。
２つ目は、「開発 vs 開発」なのかもしれませんが、開発による貧困化
という問題です。１点目にも関連しますが、自然環境が豊かな場所で、自
然資源に依存している住民が、「貧困」というレッテルを貼られて、地域
のインフラ開発が行われ、貨幣経済に対応せざるを得なくなる例。開発そ
のもののあり方に疑問を覚えます。
３つ目は、環境NGOの中には、CO２の排出量が多いということのみを
持って、石炭火力発電は"No"と主張するケースもあります。一方、石炭
は安価に手に入る資源ですから、そのことに対して途上国は「自分たちの
経済発展の手段を奪うのか」、と言う主張もあるわけです。私は、石炭だ
からといって１００％"No"とは言えないと思いますが、「開発 vs 環境」とい
うことを議論すると、しばしば出てくる論点です。

「“開発”という言葉の持つ響きが『開発 vs 環
境』の構図を生む？！」（山田）
山田：少し視点が変わりますが、日本においては海外に由来する概念が得てし
て権力者により所有されることが多いため、「人権」や「民主主義」、「正
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義」という言葉が陳腐化したり、きな臭い響きを持ってしまうことが多い
ということです。私にとっては特に「開発」という言葉がそうです。英語
における「development」は、外部者による他動詞的な「開発」だけでな
く、内発的な自動詞型の「発展」を意味することもあり、実際にNGOな
どがこの言葉に対するオーナーシップを実現しているため、現在はこの言
葉を聞いて自然破壊や人権侵害を連想する人はあまり多くありません。と
ころが日本では、戦後の「国土開発」のような文脈での使われ方がいまだ
に続いているため、環境と開発が過度に対立的に捉えられる傾向があるよ
うに思います。
また、両者が共に「ODA」という言葉で、実は異なるものを想定して
いることにも留意する必要があると思います。清水さんたちが問題にして
いる「ODA」は、二国間の借款援助が中心であり、またその実態は日本
で問題になった土建公共事業の国際版です。これに対し私たちは、多国間
ルールに則った無償の社会保障予算としてのODA拡充を訴えています。
それぞれの立場で前提とする「ODA」の定義について整理しないまま、
「増額」「減額」という主張だけが飛び交うことで、相手の活動を阻害し
ているように受け止められてしまうのでしょうが、根本的には日本政府が
土建事業を「ODA」にカウントしてしまっていることが原因であり、私
たち自身が無暗に「NGO間の対立」と考えてしまうのは、結局制度に踊
らされていることになり、私はあまり生産的ではないと思います。

――今後、開発NGOと環境NGOが一緒に取り組める活動はありそうでしょ

うか？

清水：増額・減額の話は横に置くとして、役割分担だと思っています。私たち
は、"Do no harm"、つまりODAのうち、改善および削減するべき部分の
提言を行う。山田さんには、「それを削って、今度はこっちに使って」と
いうアドボカシーをして欲しい。セットで考えれば、相乗効果がでてくる
のではないでしょうか。

山田：「コンクリートから、人へ」のような考えですね。もしかしたら、無償
増・借款減の大枠で共闘したうえで、無償の効果向上・多国間化、借款の
セーフガード強化などの役割分担ができるのかもしれないと考えています。
ただ、連携にはかなりの労力が必要であることも確かですし、それが、
お互いにギリギリのキャパシティで活動している中で、費用対効果的に優
先度が高いのかというと、悩んでしまいますね。

――日本ではODAへのアドボカシーに関わっているNGOが少ないように思

います。なぜなのでしょうか。そして、今後はどうすればいいでしょうか。

山田：開発NGOについて言うと、おっしゃる通りODA全体の改革に取り組
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むNGOは大変少ないのが現状です。それは、現場での事業活動にどうい
う意味を持つのか考える余裕がなかったり、認識していたとしても予算や
人をそこに充ててまで優先できない様々な事情があるからです。

「どういう部分にお金を使えば効果的なのかア
ドバイスが欲しい」（清水）
清水：こういう話は事業（現場）系のNGOに関わって欲しいと思っています。
どういうODA事業をもっと増やすべきなのか―、"Do more good"は現場
で仕事をされている方が一番分かっていらっしゃると思います。どういう
部分にお金を使えば本当に効果的なのか是非アドバイスが欲しいと思って
います。

山田：アドボカシーには、現場の知識に加えて、政策変更を働きかける相手、
つまり政治や行政内外の権力構造や言説に対する分析力や、他のドナーの
動向なども踏まえた「助言」能力も求められると思います。
ある方の言葉の受け売りなのですが、アドボカシー活動には「共有地の
悲劇」があると思います。取り組みが必要なのに、皆が自分のマンデート
を限定的に捉えるために、結局皆にとってのボトルネックが放置されてい
る。自分たちに直結するお金の部分と、自分の活動を取り巻く環境の変化、
つまり間接的に影響を与える部分の両方ともみなさんに考え、取り組んで
ほしいと思っています。

――ありがとうございました。

話しづらいこともあったと思いますが、率直なご意見をいただきありがとう
ございます。それぞれのNGOで、ODAに対する提言内容には違いがあるも
のの、「現地の市民社会やNGOの意見がODAに活かされるべき」「現地に住
む人たちの人権を重んじるべき」「援助効果を高めていくことが大事」など基
本的なスタンスは共通していることが分かりました。
また今後、開発NGOと環境NGOは役割分担をしながら、アドボカシー活
動を一緒にしていけるのではないかという示唆もいただきました。例えば環境
NGOは、「ODAのうち、改善、または削減する部分」に関する提言を行い、
開発NGOは「どの部分にODAの資金を使うべきか」に関する提言を行うと
いうような分担です。NGO同士が連携してアドボカシー活動をしていくには、
相応の労力をかける必要がありますし、提言能力を高めていく必要もあります。
そのための第一歩としてまずは、ODAアドボカシーに関わるNGO同士の対
話を重ねていくことで、より効果的かつ専門性の高い提言活動が展開できるの
ではないでしょうか。（編集部）
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●清水規子

（特活）国際環境NGO FoE Japan 開発金融と環境プログラム

２００４年より、現職。これまで、日本のODA及び輸出信用機関

の環境社会配慮に関する政策提言を行う。英国立ブリストル大

学政治学研究科開発行政計画コース（修士）卒。

≪団体紹介≫

FoE Japan の開発金融と環境プログラムは、公的資金が途上国におけるプロジェクトを支援す

る際には、非自発的住民移転や大規模森林伐採等など問題を抱える事業を支援することのな

いよう、また支援をする際には適切な環境社会配慮のレベルを確保することを目的に活動を

行ってきた。この目的を達成するため、環境社会配慮ガイドラインのような政策レベルでの

改善に関する提言と、実際のプロジェクトレベルでの環境社会配慮の改善のための事業ごと

のモニタリングを実施している。

以上の開発金融と環境プログラム以外にも、幅広い環境関連事業を実施している。

●山田太雲

（特活）オックスファム・ジャパン アドボカシー・マネージャー

２００２年より現職。発展途上国の貧困問題に関する政策提言やメ

ディアへの情報発信などを担当。現在は主に貧困層の教育・保

健サービスへの権利実現のためのODA拡大・改善を日本政府

に働きかけている。開発NGOのアドボカシー連合体である「動

く→動かす」では政策チームのリーダーを務める。英国立セン

ト・アンドリュース大卒（国際関係学修士）。
≪団体紹介≫

オックスファム・インターナショナルは１６の開発・人道支援団体の連合体であり、世界１００カ

国以上で緊急人道支援、長期開発支援、およびアドボカシー／キャンペーンを展開する。貧

困や不平等を国内外の不均衡な権力関係によって生み出される人権侵害と捉え、貧困に苦し

む女性、男性、子どもたちの権利回復と、政府、企業、国際社会等のアカウンタビリティ（受

託者責任）向上を目指し、数千のパートナー団体と共に活動する。
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連携フォーラム まとめ
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開発NGO・環境NGO第１回連携フォーラム
「開発NGOと環境NGOの接点とは？」

企画趣旨

開発NGOと環境NGOは、連携できるのでしょうか。できるとするなら
ば、どの点でできるのでしょうか。あるいは、連携は必要ないのでしょうか。
この「開発NGO・環境NGO連携フォーラム」では、全４回の議論を通して、
開発NGOと環境NGOの連携をさまざまな側面から考えていきます。その
第１回として、開発NGOと環境NGOから複数の団体に参加いただき、そ
もそもお互いにどの程度理解しあっているのか、どの部分をもっと知りたいと
思っているのか、そして今後３回の議論としてどのような論点が考えられるの
かについて、自由に意見交換をお願いしました。

プログラム

―参加者―
・（特活）「環境・持続社会」研究センター（JACSES）

持続可能な開発と援助プログラムコーディネーター 田辺有輝氏
・（特活）環境修復保全機構 事務局長 上野貴司氏
・ 環境パートナーシッププラザ（GEIC）

政策事業コーディネーター 後藤尚味氏
・（特活）FoE Japan 開発と環境担当 清水規子氏
・（特活）シャプラニール＝市民による海外協力の会 事務局長 筒井哲朗氏
・（社）日本環境教育フォーラム（JEEF） 国際事業部長 田儀耕司氏
・（特活）日本国際ボランティアセンター（JVC） 事務局長 清水俊弘氏
・（特活）ワールド・ビジョン・ジャパン 事務局長 片山信彦氏
―オブザーバ―
・環境省 地球環境局環境保全対策課 環境協力室 補佐 福島健彦氏
・環境省 地球環境局環境保全対策課 環境協力室 係員 中田ゆい子氏
・（特活）持続可能な開発のための教育の10年推進会議（ESD-J）

事務局長 村上千里氏
・（特活）持続可能な開発のための教育の10年推進会議（ESD-J）

国際プロジェクトコーディネーター／
NGO専門調査員 野口扶弥子氏

―司会―
・（特活）国際協力NGOセンター（JANIC） 事務局長 下澤 嶽
・（特活）国際協力NGOセンター（JANIC）NGO専門調査員 北橋みどり
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連携フォーラムにおける議論のまとめ

■「開発NGOは現場中心、環境NGOはアドボカシー中心」というイメー
ジはどこまで本当か？
・環境NGOにも現場をもっている団体はあるし、政策提言を行なっていない
団体もある。JICAの事業を行なっている団体もいて、開発NGOとの協力
に障害はないのではないか。
・開発NGOにネットワークNGOがあるように、環境NGOにも環境パー
トナーシップ会議（EPC）などネットワークNGOがある。ただ、開発NGO
は保健、教育、農業といったイシューごとにもネットワークを形成している
が、環境分野ではイシューごとのネットワークの数は多くない。
・上位政策に提言する際に基盤となるまとめ役のネットワークNGOが環境分
野にはない。

■人々との距離、政府との距離（資金の話を中心に）
・環境問題は日本人にとって敏感な問題のようにみられるが、実際には環境
NGOへの市民による資金的な支援は開発NGOに比べると非常に少ない。
・環境NGOの会員は多くない。会費も安い。（財）世界自然保護基金ジャパン
や（財）日本野鳥の会、（財）日本自然保護協会は数万人の会員がいるが、それ
以外の団体の多くは100人規模の会員数。裾野が広がらないと感じている。
・開発NGOのほうがわかりやすく人びとに訴えかけることができる。「これ
だけのお金で子どもが助かる、学校が建つ」という訴えは人びとに響く。そ
ういうテーマが環境NGOには少ない。
・外務省からのNGO支援（NGO連携支援無償資金協力）は総額約30億円、
他方で地球環境基金は約６億円。環境系の助成金の場合、人件費や経費がで
ないことが多い。資金的には非常に厳しい。
・環境NGOは支援者を広げようという意識が弱いのではないか。開発NGO
もお金はないと言っているが、支援者を広げる努力をしている。また、開発
NGOはNGO外務省定期協議会やNGO‐JICA協議会を通じて政府からの
支援スキームの改善に取り組んできた。環境NGOもそういう動きを作った
ほうがいいのではないか。
・環境省とは、定期協議会のような枠組はない。公式のチャンネルという意味
では、開発関係の方が整備されている。

■開発と環境のバランスをどう考える？
・例えば、石炭の使用は開発の観点からは安価で使いやすいが、環境の観点か
ら考えるとCO２の排出に繋がるので賛成しにくいなど開発と環境のバラン
スは難しい。
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・開発NGOも、環境と開発のバランスを考えてこれまで取り組んできている。
ゼロサムではない。ただ、最近特に環境面を配慮するという風潮が強いと感
じる。
・以前、ジェトロファの導入をタイで検討したことがあったが、賛否両論だっ
た。燃料としては効果があるが、殺虫剤などを使用しなくてはならず持続的
な開発に寄与しない可能性があった。バランスをとるのは難しい。
・有機農業は環境に良いが、化学肥料を使って生産量を確保することも必要だ。
どちらの方法が良いか断定することは難しい。

■国際協力における植林の功罪
・企業のCSRで植林にお金がつくことが多い。CSRでは成果が見えやすい
方がよく、何年間で何本植えたという成果が見えやすい植林は企業にとって
も取り組みやすい。
・NGOにとっても植林は市民からの理解と支援が得やすい事業でもある。提
言活動は理解が得られにくいが、植林事業は多くの問い合わせがある。もち
ろん、植林の前に開発による過度な伐採を止めた方が効果的だという議論も
ある。しかし、環境問題への入り口として、植林事業は取り組みやすい。
・植林の手法にも問題がある。例えば途上国政府や援助機関が行なう植林には
機械的に大量に植えるだけのケースもある。また、企業が商業植林として地
元にない木を植えるケースもある。植えればいいというものではなく、植生
を考えながら、適切な場所に適切な種類の木を適切な数だけ植える必要があ
る。

■環境NGOと開発NGOの連携のポイントは？
・環境教育では、電気を消そう、エアコンの温度設定を変えよう、と働きかけ
るが、それだけをやっていても不十分だ。例えば温暖化の問題であれば、海
外で活動している人から直接話をしてもらうほうがいい。また、連携してス
タディツアーをするというのも考えられる。
・開発教育も環境教育も重なる部分が多い。教育という視点からみると接点は
ある。
・ODAの政策提言に関して、方向性は近いが細かい点で異なる。例えば、ODA
増額で巨大インフラが増えると環境にはマイナスに働く可能性がある。また、
開発においても気候変動においても、援助の内容よりも先に政府から資金の
話が出てくることを問題と感じている。資金がどの程度必要かは仮定でしか
ない。むしろ、援助資金がどのように効果的に使われるかが重要だ。気候変
動の資金については、巨額の資金を約束したが元々あった事業の名前を変え
ただけという例もある。政策提言に関してまずは、意見交換から始めたい。
・生物多様性の議論において、貧困と生物多様性の関係がNGOの中で十分に
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認識されていない。COP 10を機会に議論を進めていってもいいと思う。
・環境NGOは環境省との仕事が多く、開発NGOは外務省や JICAとの仕
事が多い。行政の支援スキームが違うので、環境NGOと開発NGOの接
点が少ないNGO間で連携して仕事をみつけてもいいのではないか。

本フォーラムにおける議論を受けて

今回のフォーラムでは、開発NGOと環境NGOの方を招いて自由に意見
交換を行なってもらいました。その中から、今後議論すべき点がいくつか見え
てきました。まず１つは、開発NGOと環境NGOの間に対立軸があるため
に連携が進まなかったわけではなく、むしろ共通の問題意識を持っているもの
の、スキームの違いなどで接点が少なかったということです。そして、２つめ
は連携することによるメリット、あるいは連携の必然性を互いが認識する機会
がなかったという点も浮かび上がってきました。今回のフォーラムでは、今後
連携が考えられる点についても意見を出してもらいました。残り３回のフォー
ラムでは、気候変動や生物多様性をキーワードに、開発NGOと環境NGO
の接点を具体的に掘り下げ、今後の方向性を議論できる場を設けていきたいと
思いました。（編集部）
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開発NGO・環境NGO第２回連携フォーラム
「生物多様性COP 10に向けて―国際協力NGOの役割―」

企画趣旨

来年名古屋で開催されるCOP 10（生物多様性条約第10回締約国会議）
に向けて、どのような準備が行われているのでしょうか。また、途上国の貧困
層や先住民族の権利の視点から見ると、COP 10において何が議論の焦点に
なるのでしょうか。そして、国際協力NGOはCOP 10においてどのような
役割を期待されているのでしょうか。
第２回連携フォーラムでは、貧困問題と生物多様性の関連性についてお話い
ただいた後、途上国の生物多様性を保全するための具体的な取り組み例をご紹
介いただき、COP 10に向けた国際協力NGOの役割について参加者と共に
議論を行いました。

プログラム

（１）生物多様性COP 10と国際協力の関係
�コンサベーション・インターナショナル・ジャパン 代表 日比保史氏
・COP 10に向けて高まる議論 「貧困問題と生物多様性」
・COP９の環境・開発NGOの取り組み事例
�国際協力機構 地球環境部次長、森林・自然環境保全グループ長 三次啓都氏
・国際協力の最新動向・事例

（２）生物多様性COP 10と国際協力NGOの役割
・（特活）アフリカ日本協議会／「動く→動かす」 事務局長 稲場雅紀氏
・外務省 国際協力局地球環境課 課長補佐 高橋啓介氏
・環境省 生物多様性地球戦略企画室 室長補佐 中島尚子氏
・コンサベーション・インターナショナルジャパン 代表 日比保史氏
・国際協力機構地球環境部次長、森林・自然環境保全グループ長 三次啓都氏
・モデレーター： 下澤嶽（JANIC 事務局長）

連携フォーラムにおける議論のまとめ

１．生物多様性COP 10と国際協力の関係
このセッションでは、生物多様性と国際協力の関係、また来年名古屋で開催
されるCOP 10ではどのような点が議論されるのかについて、２人の講師に
お話を頂きました。
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＜発表の要点＞
＊コンサベーション・インターナショナル・ジャパン 代表 日比保史氏
・生物多様性とは、「遺伝子」、「種」、「生態系レベル」の３つの多様性を指
すが、国際的な議論は、その生物多様性が生み出す恵みである「生態系サー
ビス」にシフトしつつある。
・生物多様性が豊かな地域でなおかつ危機に瀕している場所を守ることが有効
な戦略である。（コンサベーション・インターナショナルでは「ホットスポ
ット」と呼び重点的に取り組んでいる）
・自然の恵である生態系サービスは、人間の生活には欠かせないものであり、
持続可能な開発と直結している。
・生態系サービスには、「基盤サービス」、「供給サービス」、「調整サービス」、
「文化サービス」があり、これを経済換算すれば33億ドル（世界のGDP
の約２倍）になる。
・世界の貧困層である約20億人が直接的に生態系に依存して生活している。
・ミレニアム開発目標（MDGs）の目標７に生物多様性は位置づけられると
考えられてきたが、生態系サービスの考え方を取り入れれば、MDGsすべ
ての目標達成のために生物多様性の保全が欠かせない。
・COP 10では、ポスト2010年目標の設定、遺伝資源へのアクセスとそれ
に伴う便益利潤をどうシェアするか（ABS）などが重要なテーマだが、議
論の難航が予想されている。
＊国際協力機構 地球環境部次長、森林・自然環境保全グループ長 三次啓都氏
・70年代には、二国間援助の流れから途上国からの木材輸入が盛んになった。
80年代になるとBHNの概念が広まり、ローカルな資源を見直すという時
期に入った。90年代は住民参加が叫ばれ、コミュニティーフォレストの議
論がなされた。2000年代には、MDGsの概念が出され、国の制度構築の
議論が活発になった。
・コミュニティーの資源をどのように保全していくのかが重要であるが、その
前提には資源の“利用”という意味合いが含まれている。
・制度上の生物多様性の保全区と実際の利用状況を含め、土地の境界を把握す
る必要がある。その上で、生物多様性・生態系サービスに対する人々のアク
セス、利用権をどう担保していくのかが非常に大きな問題であり、貧困削減
とも関わってくる。
・JICAは、人間の安全保障の考え方に基づき、コミュニティーにおける自然
資源の管理と利用、生物多様性のベースラインデータの整備と構築を目的に、
行政の能力向上を行っている。
・今後は気候変動と同様に、生物多様性オフセットや生態系取引などが行われ
る可能性がある。実際に、今はそれほど高い付加価値がない湿地や農地の買
い上げという現象が起きている。途上国政府は、それらに対する監視・モニ
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タリングを行い、市場優先で進むことを止める必要がある。
・生物多様性の議論の場に出てくるNGOと地域開発の会合に出てくるNGO
は異なる。生物多様性と地域開発は相互に関連しあっているため、包括的に
取り組む必要があるのでは。

２．生物多様性COP 10と国際協力NGOの役割
来年名古屋で開催されるCOP 10に向けて国際協力NGOはどのような役
割を果たしていくべきかについて、議論しました。
＜議論の要点＞
＊（特活）アフリカ日本協議会／「動く→動かす」（GCAP JAPAN）

事務局長 稲場雅紀氏
・気候変動と比較すると、生物多様性は明確な数値目標などがなく、何が争点
になるのかが見えにくい。
・ミレニアム開発目標のゴール７「環境の持続可能性の確保」の４つのターゲ
ットは、２つが生物多様性関連、２つが開発関連の内容になっているが、そ
れぞれの関連性がわかりづらい。
・HIV/AIDSの薬や必須医薬品の知的財産権の文脈と遺伝資源の公平分配は
共通する課題である。
＊外務省 国際協力局地球環境課 課長補佐 高橋啓介氏
・国際的に生物多様性が人間に与える便益（生態系サービス）の確保が非常に
重要との議論が盛んになっている。開発と生物多様性の両立、人間の福利の
ために生物多様性を保全するという観点から開発NGOが積極的に生物多様
性の議論に参加することが望ましい。開発NGOと自然保護NGOの連携
と協力を期待する。
・COP 10においては、ポスト2010年目標、ABSの国際レジーム、カルタ
ヘナ議定書MOP５では責任と救済が、主要な議論ではあるが、それらに加
えて、COP 10の開催を契機に、国内外で、生物多様性にどれだけ多様な
主体が関心を持ち、関与するようになるかが、COP 10の成功を計る指標
になるのでは。
・外務省と JICAは、開発援助と生物多様性をいかに両立させていけるかに
ついて議論をはじめている。
＊環境省 生物多様性地球戦略企画室 室長補佐 中島尚子氏
・COP 10には、過去最大の６千～７千人の参加者が見込まれ、NGOもオブ
ザーバー参加し意見を述べる機会も与えられる予定。
・COP 10での最も大きな議論の一つは 2010年～2020年、さらに 2050
年に向けたポスト2010年目標の設定だ。貧困削減と生物多様性保全の双
方をどのような手法で達成すべきか、という点も議論の争点となるだろう。
・ABS（遺伝資源へのアクセスと、その利用から生じた利益の公平な配分）
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については、遺伝資源のある国（多くは途上国）に利益をどう還元していく
かが課題であり、南北問題とも関連している。COP 10では、ABSの国際
的な枠組みを検討する予定だが、現地で暮らす人たちの権利の保障も重要な
課題となっている。
・環境省は、COP 10に向けてSatoyamaイニシアティブを提案していく予
定である。日本の伝統的な暮らしは、生物多様性を守りながら持続可能な暮
らしをしてきたので、参考にすべき点がたくさんある。
＊コンサベーション・インターナショナル・ジャパン代表 日比保史氏
・日本は、国外の生態系サービスに大きく依存しているが、国内の生物多様性
の議論は内を向いている。COP 10を契機によりグローバルな視野に立っ
た議論をするべき。
・生物多様性条約は、NGOとの連携に積極的な条約であり、COP 10でも様々
な形でNGOが参画できるだろう。
・生態系サービスが国際公共財としての役割があるのに、生態系サービスを維
持するコストを現地（その多くが途上国）に押し付けているのが現状の課題
だ。
＊国際協力機構地球環境部次長、森林・自然環境保全グループ長 三次啓都氏
・気候変動枠組条約によって生まれた資金メカニズムのように、生物多様性条
約も貨幣換算し資金を集めようとしている機関は多くある。
・日本政府としてABSにどのように取り組んでいくのかは、まだ決まってい
ない。しかし、遺伝子の知識を体系化していくことは必要である。
・ESD（持続可能な開発のための教育）の観点からも生物多様性に取り組ま
なければならない。

本フォーラムにおける議論を受けて

COP 10に向けて環境NGOは生物多様性条約市民ネットワーク等を通じ
て活発に活動している一方で、多くの開発NGOはCOP 10を意識した活動
を行っていません。しかしながら、生物多様性は途上国の貧困問題と密接に関
わりあっており、MDGs達成のためには生物多様性保全の視点が非常に重要
です。また、COP 10の重要テーマの１つであるABSの議論では、途上国
の貧困層や先住民族の権利を保障し、利益を公正に配分するという視点が重要
になります。知的財産を保有する企業等の視点と、伝統的な知識により資源の
持続可能な利用をしてきた現地の住民の視点は大きく異なります。COP 10
では、それぞれのステークホルダーがどのように合意形成し、持続的な資源の
管理をしていくかが課題になるでしょう。COP 10に向けては、途上国の貧
困層や先住民族の権利保障という視点を持つ開発NGOが環境NGOと連携
し、より活発に提言活動を行うべきではないでしょうか。（編集部）
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開発NGO・環境NGO第３回連携フォーラム
「ここが知りたい！ 資金獲得のコツ」

企画趣旨

NGOは寄付金、会費、事業収入、助成金、委託金、助成金など様々な資金
源により組織の運営をしていますが、各NGOによって得意な形態の資金獲得
は異なります。また、環境NGO、開発NGOの資金獲得には、それぞれ一定
の傾向があります。
そこで第３回連携フォーラムでは、開発NGOと環境NGOの資金獲得の
傾向について整理した後、会費・寄付金分野で成功しているNGO、企業連携
で成功しているNGOの事例を紹介し、参加者同士で意見交換を行いました。

プログラム

（１）開発NGO・環境NGOの資金獲得 特徴比較（JANIC北橋みどり）
（２）会員・寄付金分野における資金獲得の可能性

事例紹介 （特活）JHP・学校をつくる会 事務局長 中込祥高氏
（社）シャンティ国際ボランティア会（SVA）

国内事業課 課長 鎌倉幸子氏
（財）世界自然保護基金ジャパン（WWFジャパン）

業務室長 河村由美子氏
（３）企業連携での資金獲得の可能性（寄付・協働事業を中心に）

CSR推進NGOネットワークリーダー／
・（特活）ハンガー・フリー・ワールド 事務局長 渡邉清孝氏
・（社）環境パートナーシップ会議（EPC）

環境ソーシャルビジネス支援担当 平田裕之氏
・（財）オイスカ 国際協力部長 長 宏行氏
・（特活）地球と未来の環境基金 専務理事 古瀬繁範氏

連携フォーラムにおける議論のまとめ

１．開発NGO・環境NGOの資金獲得 特徴比較
このセッションでは、開発NGOと環境NGOの財政状況の傾向を比較し
ました。JANICの調査結果１によると、開発NGOは財源全体に占める自己財
源（寄付金・会費・事業収入）の割合が高く、とりわけ寄付金収入の割合が高
くなっています。一方で環境NGOは受託事業収入が多い傾向にあり、企業と
の連携も活発に行うNGOが増えてきています。

１ JANICの 2009 年度外務省NGO専門調査員による調査報告書を参照のこと。2010年
４月に JANIC及び外務省のウェブサイト公開予定。
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２．会費・寄付金分野における資金獲得の可能性
このセッションでは、会費・寄付金の分野で資金獲得に成功している３団体
に事例を紹介していただきました。いずれの団体も寄付金収入の割合が高く、
それぞれの団体の強みを活かした資金獲得を行っています。発表の後のディス
カッションでは、以下の点が指摘されました。
・会費はNGOの基盤として非常に重要な収入源である。
・理事を巻き込んだり、事務局全体を巻き込んで寄付や会員を集める必要があ
る。
・手書きのお礼状を書くなど、支援者に対して「１対１」の姿勢を見せること
が大事だ。
・団体が有する既存の人脈やリソースを見直して、有効活用していく必要があ
る。
・受託事業への過度な依存が会費・寄付金の確保の努力を阻害している場合も
あるのでは。

３．企業連携における資金獲得の可能性
このセッションでは、CSR推進NGOネットワークより「企業と開発NGO
の連携の現状と今後の課題」、環境パートーシップ会議（EPC）より「企業と
環境NGOの連携方法と傾向」について発表の後、２団体が事例紹介しました。
発表の後のディスカッションでは、以下の点が指摘されました。
・企業との連携をはかるうえで、Win-Win の関係を目指せると良い。譲歩で
きる部分と、はっきりと主張するべき部分を持ち、長期的な関係を築いてい
くべき。
・企業とNGOの連携の成果がそれぞれの団体だけにとどまらず、企業の特性
や消費者の行動の変化につながることが理想では。
・NGO側は専門家集団として企業に対して連携のメニューやノウハウを提示
できるかが問われている。また連携のための体制を整える必要がある。
・NGOの理念や使命と照らし合わせ、NGOは企業との連携のあり方を検討
するべき。
・企業とNGOは互いに目先の利益だけを求めるのではなく、長期的な視野に
立つことが大事。

本フォーラムにおける議論を受けて

NGOが自律性を保つためには、１つの財源に過度に依存しないことが大切
です。また、会費・寄付金・事業収入といった自己資金を一定以上持つことが
望ましいと言われています２。しかしながら、資金獲得に苦労しているNGO

２ JANICでは、議決権を持つ正会員NGO（現在８８団体）に各団体の財源の３分の１以上
を自己資金にするよう努力義務を課している。JANIC会員規定を参照のこと。
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は多く、特に人件費・管理費に充てる資金の確保は重要な課題です。
環境NGOは開発NGOと比較すると、寄付金収入が少ない傾向にありま
す。本フォーラムでは、「環境NGOの中には、環境というテーマでは寄付金
が集まりにくいとあきらめているNGOもあるのでは？」という指摘がありま
した。しかしながら、中にはWWFジャパンなど、寄付金の獲得に成功して
いる環境NGOもあるので、工夫次第で環境NGOは多くの寄付を集めるこ
とが可能だと言えます。また、受託事業への過度の依存を避けるために、公的
資金から一定以上の割合の資金を受けないというルールを設けることもできま
す。
企業との連携に関しては、CSR活動のみならず、企業の本体事業への環境
配慮の助言など、知見が豊富なNGOが増えてきています。一方で開発NGO
は、現在盛り上がりを見せているBOPビジネスへの対応を迫られる場面が増
えてきています。開発NGOと環境NGOが互いに学びあうことで、より成
熟した連携が可能になるのではないでしょうか。（編集部）
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開発NGO・環境NGO第４回連携フォーラム
「気候変動COP 15の検証と今後の国際協力」

企画趣旨

2009年 12月に開催されたCOP 15（気候変動枠組条約第15回締約国会
議）を、国際協力の観点からどう捉えたらいいでしょう。また１兆円超の途上
国支援を打ち出す「鳩山イニシアティブ」によって、援助資金はどう変わるの
でしょうか。そして気候変動の影響を受ける途上国の現場では、今後どのよう
な国際協力活動が必要となってくるのでしょうか。
環境NGOからは、COP 15の結果と気候変動の資金メカニズムについて、
開発NGOからは、途上国の現場における気候変動の実情をお話頂いたのち、
環境NGOと開発NGOの連携の可能性について議論しました。

プログラム

（１）COP 15を途上国の視点で検証する
（財）世界自然保護基金 気候変動プログラムリーダー 山岸尚之氏

（２）鳩山イニシアティブ 途上国支援の可能性と課題
「環境・持続社会」研究センター（JACSES） 事務局長 足立治郎氏

（３）今、現場で何が起こっているのか
（特活）シャプラニール＝市民による海外協力の会

海外活動グループチーフ 白幡利雄氏
（４）パネルディスカッション・フロアディスカッション

連携フォーラムにおける議論のまとめ

１．COP 15を途上国の視点で検証する
（財）世界自然保護基金の山岸氏からコペンハーゲンで行われたCOP 15
において何が起きたのか、途上国という視点で何が重要だったのか、会議の成果
を整理しながらお話頂きました。
＜発表の要点＞
・COP 15・COP/MOP５は、2013年以降の新しい議定書の策定と既存の
京都議定書の改正及び、これらを補完する細かいルールの決定を（国によっ
てどれが本当に必要かについての意見に違いはあったものの）目指して開催
されたが、いずれも合意されなかった。
・コペンハーゲン合意（Copenhagen Accord）が“留意”された理由は、
合意の採択に必要なコンセンサスを得るプロセスが適切にとられなかったか
らである。
・2010年～2013年の間に先進国全体で300億ドルの資金援助をすること

／バージョン４／その他／２１７０９１　国際ＮＧＯ　Ａ５／きじ０３  2010.03.18 14.18.09  Page 53  Wing001



５４

が合意され、日本はそのうち150億ドル（公的資金110億ドル）を約束し
た。しかし、支援の内容が新規かつ追加的なのかについては言及されていない。
・COP 15が単なる失敗になるのか、次の会議で成功するために「必要な失
敗」であったかを決めるのは、ここからの１年である。

２．鳩山イニシアティブ 途上国支援の可能性と課題
「環境・持続社会」研究センター（JACSES）の足立氏から、気候変動に
対処するための国際社会の課題と検討されている途上国支援の枠組みについて、
また途上国支援の可能性と課題として、カーボンマーケットのあり方やODA
についてお話を頂きました。
＜発表の要点＞
・COP 15開催にあたって、京都議定書から離脱したアメリカと京都議定書
で削減義務／目標を負っていないCO２排出量が世界一位の中国という２大
排出国の削減義務／目標も含む枠組みを構築する必要があったが、合意に至
るだけの十分な枠組み案を用意しきれなかったのではないか。
・鳩山イニシアティブでは、2012年末までの約３年間で官民合わせて約１兆
7,500億円規模の支援、うち公的資金１兆3,000億円の支援をするとして
いるが、「COP 15における政治合意の成立を前提として」という文言が
入っているので、今後本当に拠出されるとは限らない。
・EUは、途上国支援として2010～2012年の３年間で年額約9,360億円の
資金拠出を約束したが、アメリカは自国の金額について明示していない。ま
た、経済規模を考慮すれば、EUと比較しても日本はかなり巨額の拠出を約
束したといえよう。これは、途上国の合意を促すために切った外交カードで
ある。
・欧州委員会などは、国際炭素市場／排出量取引市場を途上国支援の資金源と
することを提案している。ただし、排出量取引には、過度なマネーゲームに
対する懸念などもあり、取引に関わる詐欺も発覚している。国際的なNGO
や経済学者などの中には「制度自体をやめ、代わりに、炭素排出への公平な
課税・炭素税にするべき」といった意見も小さくなく、COP 15と同時期
に国際的なNGO 70団体が参加して作成した宣言でそうした意見が発表さ
れている。少なくとも、カーボンマーケットの適正化が不可欠であり、チェ
ックするNGOの存在も必要である。
・ODAの使途を巡って人権侵害などの問題も起きている。額の増減の是非は
ともかくとして、質の向上が重要である。

３．今、現場で何が起こっているのか
（特活）シャプラニール＝市民による海外協力の会の白幡氏には、バングラ
デシュでの駐在経験などから南アジアにおける気候変動の影響や適応策につい
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てお話を頂きました。
＜発表の要点＞
・バングラデシュでは近年、大規模な自然災害が頻発している。またネパール
では、収入源にするために森林伐採をせざるを得ないという人的要因による
自然破壊も起きている。
・バングラデシュ政府は2005年にNAPA（National Adaptation Program
of Action）を提出、ネパール政府は、現在作成中である。
・バングラデシュ政府が打ち出した適応策は目新しいものではなく、従来の災
害対策に気候変動の冠をつけて援助マネーを引き寄せるための方便でしかな
い。これは、ネパール政府も同様。
・開発NGOと環境NGO双方で資金を有効活用できる仕組みを作る必要が
ある。

４．パネルディスカッション・フロアディスカッション
参加者を交えて意見交換を行いました。論点は以下のとおりです。
＜論点＞
＊COP 15と今後の資金メカニズムについて
・COP 15の結果、2020年には 1000億ドル（現在のODAとほぼ同じ規
模の金額）の資金メカニズムが動きだす予定。ODAが抱える質の向上とい
う問題が未解決のまま巨額の資金が動く危険性がある。
・環境NGOと開発NGOが協力し、政策レベル及び現場レベルの両方から、
資金メカニズムの運用に対する包括的なアプローチをするべき。ただし、誰
が連携のイニシアティブを取るかは課題だ。
＊途上国の活動現場において
・「環境にやさしい」といって外国から途上国の現場に持ち込まれるプロジェ
クトに対して、現場での対処方法を注意するべきだ。
・気候変動の国際交渉を担当している環境NGOは、途上国の現場をあまり見
ていない。したがって、開発NGOと連携し、現場で起きていることを国際
交渉の場に伝えていくことが必要。
・CDM Watchという、ダムなどの建設現場において住民の強制移住などが
起きていないかなどをチェックする組織がある。今後、環境NGOや開発
NGOが住民とCDM Watchとのパイプ役を果たし、ネットワークを築い
ていく必要がある。
＊環境NGOと開発NGOの連携の可能性について
・短期的には、ODAの資金スキームに対するアドボカシー活動での連携が必
要。長期的には、開発NGOと環境NGOそれぞれが得意とする視点を生
かして特定の国や地域で調査を行うなどし、共に学びあうことが求められる。
・途上国において気候変動の提言活動をしているアドボカシー型NGOと、現
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地の貧困層を支援している現場型のNGOの連携を強めることで、貧困層な
どの弱者の声を国際会議の場で伝えることができるのでは。NGOは、貧困
層が何を求めているのかを政策策定者に伝えるバイパスとしての役割を果た
すべきではないだろうか。

本フォーラムにおける議論を受けて

貧困層を支援している開発NGOは、現地の人々の状況やニーズを把握して
いますが、気候変動問題への認識は未だ低い傾向にあります。一方でCOPな
どの国際会議に出席し政策提言をしている環境NGOは、現地の住民の声を拾
い切れていないという課題があります。したがって、本フォーラムでは、気候
変動に取り組む環境NGOと、貧困層を支援している開発NGOが、連携し
て提言活動を行う必要性が指摘されました。具体的な連携としては、第一に気
候変動の資金メカニズムなど政府の政策に対する共同のアドボカシー活動があ
ります。第二に、開発NGOは、貧困層など弱い立場にかれている住民と、COP
など国際会議の場で政策提言活動を行う環境NGOをつなぐ役割が果たせると
いう可能性が示唆されました。効果的な連携をするためには、開発NGOは教
育や保健衛生など自らの専門分野のみならず、気候変動を含めた総合的な視野
を持つ必要があります。また、政策提言を行う環境NGOは、最も気候変動の
影響を受ける途上国の貧困層の視点を持つことが求められているのではないで
しょうか。（編集部）
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さいごに

「開発NGO」と「環境NGO」は、それぞれ日本社会で発展をし、活動を

展開してきた。しかし、相互交流という点に関しては希薄だったといわざるを

得ない。そうした双方の実感は、この冊子の中身を見てもわかるように、まだ

まだ深い。私は、二つのNGOの間にある谷を覗き見るときに、行政の縦割り

文化（資金の流れも含めて）の影響を感じざるを得ない。

なぜ、NGO自身は、課題対象をこのように分野で分けて考え行動しすぎる

ようになってしまったのだろうか。「開発」「環境」の二つのキーワードは、

どちらも私たち自身の課題と深くつながっており、それらを解決し生活に「命」

を吹き込む際も、この二つのキーワードが重要であることに疑う余地はない。

こうした縦割りになりやすい「分野」的思考を乗り越えるためには、水平にそ

れらを切り取るものが必要だ。それは、「コミュニティ」「生活圏」の思考で

はないだろうか。

「開発NGO」と「環境NGO」というふたつのグループの関係は、けっし

てこれまでも皆無でなかったし、関係は形やスタイルをこれからも変わってい

く。しかし、それぞれのNGOにかかわる者が、住む場所から発想し続け、自

然への畏敬の念をもって豊かさを考え続けるのであれば、二つのNGOグルー

プの接点は、もっともっと増え続けていくはずだ。

「開発」「環境」は概念であり、言葉でしかない。私たちNGOは、生活の

場から、人々の場から、目に見えるものだけを、事実だけを追い続けていかな

ければならないのだ。

（特活）国際協力NGOセンター

事務局長 下澤 嶽
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特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター（JANIC）

◆環境問題や環境NGOに関する詳しい情報をご覧になりたい方は・・・

地球パートナーシッププラザ（GEIC : Global Environment International Centre）

〒１５０－０００１

東京都渋谷区神宮前５－５３－７０ 国連大学ビル１F

TEL：０３－３４０７－８１０７／FAX：０３－３４０７－８１６２

開館時間：火曜～土曜 １０：００～１９：３０（土曜は１７：００まで）

http : //www.geic.or.jp/geic/index.html
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